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(57)【要約】
【課題】硬化感度に優れ、かつ硬化して得られる画像の色再現性に優れる淡色インク組成
物を提供すること。
【解決手段】（Ａ）着色剤、（Ｂ）式（I）で表される化合物、（Ｃ）重合性化合物、及
び、（Ｄ）重合開始剤を含有し、前記（Ａ）着色剤の含有量が、インク組成物全体の２重
量％以下であることを特徴とするインク組成物。式（I）中、ＸはＯ、Ｓ、又は、ＮＲを
表し、ｎは０又は１を表し、Ｒは水素原子、アルキル基、又は、アシル基を表し、Ｒ1～
Ｒ8はそれぞれ独立に、水素原子、又は、一価の置換基を表し、Ｒ1～Ｒ4は、それぞれ隣
接する２つが互いに連結して環を形成していてもよく、Ｒ5又はＲ6とＲ7又はＲ8とは互い
に連結して脂肪族環を形成してもよいが、芳香族環を形成することはない。

【選択図】なし
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　（Ａ）着色剤、
　（Ｂ）式（I）で表される化合物、
　（Ｃ）重合性化合物、及び、
　（Ｄ）重合開始剤を含有し、
　前記（Ａ）着色剤の含有量が、インク組成物全体の２重量％以下であることを特徴とす
る
　インク組成物。
【化１】

（式（I）中、ＸはＯ、Ｓ、又は、ＮＲを表し、ｎは０又は１を表し、Ｒは水素原子、ア
ルキル基、又は、アシル基を表し、Ｒ1、Ｒ2、Ｒ3、Ｒ4、Ｒ5、Ｒ6、Ｒ7、及び、Ｒ8はそ
れぞれ独立に、水素原子、又は、一価の置換基を表し、Ｒ1、Ｒ2、Ｒ3、及び、Ｒ4は、そ
れぞれ隣接する２つが互いに連結して環を形成していてもよく、Ｒ5又はＲ6とＲ7又はＲ8

とは互いに連結して脂肪族環を形成してもよいが、芳香族環を形成することはない。）
【請求項２】
　（Ｅ）分散剤をさらに含有する請求項１に記載のインク組成物。
【請求項３】
　前記（Ｃ）重合性化合物が、エチレン性不飽和化合物である請求項１又は２に記載のイ
ンク組成物。
【請求項４】
　前記（Ｃ）重合性化合物が、単官能重合性化合物及び二官能重合性化合物である請求項
１～３のいずれか１項に記載のインク組成物。
【請求項５】
　前記（Ｄ）重合開始剤が、α－アミノケトン類及びアシルフォスフィンオキサイド類よ
りなる群から選択される重合開始剤である請求項１～４のいずれか１項に記載のインク組
成物。
【請求項６】
　前記（Ａ）着色剤が、マゼンタ顔料又はシアン顔料である請求項１～５のいずれか１項
に記載のインク組成物。
【請求項７】
　前記（Ｂ）式（I）で表される化合物の含有量が、インク組成物全体に対し、０．０５
～３０重量％である請求項１～６のいずれか１つに記載のインク組成物。
【請求項８】
　少なくとも１つの請求項１～７のいずれか１項に記載のインク組成物を含むインクセッ
ト。
【請求項９】
　（ａ1）被記録媒体上に、請求項１～７のいずれか１項に記載のインク組成物を吐出す
る工程、及び、
　（ｂ1）吐出されたインク組成物に活性放射線を照射して、前記インク組成物を硬化す
る工程、を含むインクジェット記録方法。
【請求項１０】
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　請求項９に記載のインクジェット記録方法によって記録された印刷物。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、インクジェット記録用として好適に用いられるインク組成物、前記インク組
成物を含むインクセット、前記インク組成物を用いるインクジェット記録方法、及び、前
記インク組成物を用いて得られる印刷物に関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　画像データ信号に基づき、紙などの被記録媒体に画像を形成する画像記録方法として、
電子写真方式、昇華型及び溶融型熱転写方式、インクジェット方式などがある。電子写真
方式は、感光体ドラム上に帯電及び露光により静電潜像を形成するプロセスを必要とし、
システムが複雑となり、結果的に製造コストが高価になるなどの問題がある。また熱転写
方式は、装置は安価であるが、インクリボンを用いるため、ランニングコストが高く、か
つ廃材が出るなどの問題がある。
　一方、インクジェット方式は、安価な装置で、かつ、必要とされる画像部のみにインク
を吐出し被記録媒体上に直接画像形成を行うため、インク組成物を効率良く使用でき、ラ
ンニングコストが安い。さらに、騒音が少なく、画像記録方式として優れている。
【０００３】
　また、インクジェット方式では、階調性、粒状性等を改善する方法として、濃色インク
と淡色インクを用いる手法が知られている。例えば、特許文献１及び２では、染料濃度の
異なる複数の水性染料インクについて述べている。
　特許文献３には、紫外線を照射することにより硬化する、少なくとも濃色インク及び淡
色インクからなるインクジェットインクセットであって、該インクジェットインクセット
を構成するインクが、少なくとも色材、重合性化合物、光重合開始剤を含有し、該濃色イ
ンクと該淡色インクの該色材の濃度比が２：１～１０：１であり、かつ、該光重合開始剤
の濃度比が１：１～３：１であることを特徴とするインクジェットインクセットが記載さ
れている。
【０００４】
【特許文献１】特開昭６０－５６５５７号公報
【特許文献２】特開昭５７－１５６２６４号公報
【特許文献３】特開２００４－３５９９４６号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　本発明の目的は、硬化感度に優れ、かつ硬化して得られる画像の色再現性に優れる淡色
インク組成物、前記インク組成物を含むインクセット、並びに、前記インク組成物を用い
たインクジェット記録方法、及び、前記インク組成物を用いて得られた印刷物を提供する
ことである。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　上記目的は、下記＜１＞、＜８＞、＜９＞及び＜１０＞に記載の手段により達成された
。好ましい実施態様である＜２＞～＜７＞と共に以下に示す。
＜１＞　（Ａ）着色剤、（Ｂ）式（I）で表される化合物、（Ｃ）重合性化合物、及び、
（Ｄ）重合開始剤を含有し、前記（Ａ）着色剤の含有量が、インク組成物全体の２重量％
以下であることを特徴とするインク組成物、
【０００７】



(4) JP 2010-18703 A 2010.1.28

10

20

30

40

【化１】

（式（I）中、ＸはＯ、Ｓ、又は、ＮＲを表し、ｎは０又は１を表し、Ｒは水素原子、ア
ルキル基、又は、アシル基を表し、Ｒ1、Ｒ2、Ｒ3、Ｒ4、Ｒ5、Ｒ6、Ｒ7、及び、Ｒ8はそ
れぞれ独立に、水素原子、又は、一価の置換基を表し、Ｒ1、Ｒ2、Ｒ3、及び、Ｒ4は、そ
れぞれ隣接する２つが互いに連結して環を形成していてもよく、Ｒ5又はＲ6とＲ7又はＲ8

とは互いに連結して脂肪族環を形成してもよいが、芳香族環を形成することはない。）
＜２＞　（Ｅ）分散剤をさらに含有する上記＜１＞に記載のインク組成物、
＜３＞　前記（Ｃ）重合性化合物が、エチレン性不飽和化合物である上記＜１＞又は＜２
＞に記載のインク組成物、
＜４＞　前記（Ｃ）重合性化合物が、単官能重合性化合物及び二官能重合性化合物である
上記＜１＞～＜３＞のいずれか１つに記載のインク組成物、
＜５＞　前記（Ｄ）重合開始剤が、α－アミノケトン類及びアシルフォスフィンオキサイ
ド類よりなる群から選択される重合開始剤である上記＜１＞～＜４＞のいずれか１つに記
載のインク組成物、
＜６＞　前記（Ａ）着色剤が、マゼンタ顔料又はシアン顔料である上記＜１＞～＜５＞の
いずれか１つに記載のインク組成物、
＜７＞　前記（Ｂ）式（I）で表される化合物の含有量が、インク組成物全体に対し、０
．０５～３０重量％である上記＜１＞～＜６＞のいずれか１つに記載のインク組成物、
＜８＞　少なくとも１つの上記＜１＞～＜７＞のいずれか１つに記載のインク組成物を含
むインクセット、
＜９＞　（ａ1）被記録媒体上に、上記＜１＞～＜７＞のいずれか１つに記載のインク組
成物を吐出する工程、及び、（ｂ1）吐出されたインク組成物に活性放射線を照射して、
前記インク組成物を硬化する工程、を含むインクジェット記録方法、
＜１０＞　上記＜９＞に記載のインクジェット記録方法によって記録された印刷物。
【発明の効果】
【０００８】
　本発明によれば、硬化感度に優れ、かつ硬化して得られる画像の色再現性に優れる淡色
インク組成物、前記インク組成物を含むインクセット、並びに、前記インク組成物を用い
たインクジェット記録方法、及び、前記インク組成物を用いて得られた印刷物を提供する
ことができた。
【発明を実施するための最良の形態】
【０００９】
（１）インク組成物
　本発明のインク組成物（以下、単に「インク」ともいう。）は、（Ａ）着色剤、（Ｂ）
式（I）で表される化合物、（Ｃ）重合性化合物、及び、（Ｄ）重合開始剤を含有し、前
記（Ａ）着色剤の含有量が、インク組成物全体の２重量％以下であることを特徴とする。
【００１０】
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【化２】

（式（I）中、ＸはＯ、Ｓ、又は、ＮＲを表し、ｎは０又は１を表し、Ｒは水素原子、ア
ルキル基、又は、アシル基を表し、Ｒ1、Ｒ2、Ｒ3、Ｒ4、Ｒ5、Ｒ6、Ｒ7、及び、Ｒ8はそ
れぞれ独立に、水素原子、又は、一価の置換基を表し、Ｒ1、Ｒ2、Ｒ3、及び、Ｒ4は、そ
れぞれ隣接する２つが互いに連結して環を形成していてもよく、Ｒ5又はＲ6とＲ7又はＲ8

とは互いに連結して脂肪族環を形成してもよいが、芳香族環を形成することはない。）
【００１１】
　本発明のインク組成物は、着色剤の含有量がインク組成物全体の２重量％以下と、着色
剤の含有量の少ないインク組成物であり、「ライトインク組成物」、「ライトインク」、
「淡色インク組成物」、又は、「淡色インク」ともいう。
　従来、放射線硬化型インクジェットインクにおいては、重合開始剤の活性光線照射によ
る分解を促進させる、いわゆる高感度化のために増感剤を含有させることが知られている
。しかしながら、一般的に増感剤は黄色等の色味を呈しており、インク組成物中に存在す
ることにより、インクジェット記録後に本来所望するインクの色を混濁なく再現すること
は困難であった。特にインクセットにおいて用いられる淡色インク組成物では、含有させ
ることができる着色剤の量が限られるため、増感剤によるインク組成物の色再現性不良が
顕著であった。すなわち、高感度化と色再現性とを両立させた淡色インク組成物が切望さ
れていた。
　以下、本発明について詳細に説明する。
【００１２】
　本発明のインク組成物は、放射線により硬化可能なインク組成物であり、また、油性の
インク組成物である。
　本発明でいう「放射線」とは、その照射によりインク組成物中において開始種を発生さ
せうるエネルギーを付与することができる活性放射線であれば、特に制限はなく、広くα
線、γ線、Ｘ線、紫外線（ＵＶ）、可視光線、電子線などを包含するものであるが、なか
でも、硬化感度及び装置の入手容易性の観点から紫外線及び電子線が好ましく、特に紫外
線が好ましい。したがって、本発明のインク組成物としては、放射線として、紫外線を照
射することにより硬化可能なインク組成物が好ましい。
【００１３】
（Ａ）着色剤
　本発明のインク組成物は、（Ａ）着色剤を含有する。
　本発明のインク組成物における着色剤の含有量は、インク組成物全体に対して、２重量
％以下であり、１．０重量％以下であることが好ましく、０．８重量％以下であることが
より好ましく、０．０１～０．８重量％であることがさらに好ましく、０．２～０．７重
量％であることが特に好ましい。
　本発明に用いることができる着色剤としては、特に制限はないが、顔料や溶解性染料等
の公知の着色剤から任意に選択して使用することができる。
　これらの中でも、本発明のインク組成物は、顔料を含有することが好ましく、マゼンタ
顔料、シアン顔料又はブラック顔料を含有することがより好ましく、マゼンタ顔料又はシ
アン顔料を含有することがさらに好ましい。
　顔料とは、一般に、種々溶媒（有機溶剤、水）に対して難溶の着色剤を意味し、通常の
インク組成物においては、含有する着色剤の全固形分がインク組成物中に溶解している量
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が１０重量％以下のものを意味する。
　本発明のインク組成物に好適に使用し得る着色剤は、活性放射線による硬化反応の感度
を低下させないという観点からは、硬化反応である重合反応において重合禁止剤として機
能しない化合物を選択することが好ましい。
【００１４】
　本発明に使用できる顔料としては、特に限定されるわけではないが、例えばカラーイン
デックスに記載される下記の番号の有機又は無機顔料が使用できる。
　赤又はマゼンタ顔料としては、Ｐｉｇｍｅｎｔ　Ｒｅｄ３、５、１９、２２、３１、３
８、４２、４３、４８：１、４８：２、４８：３、４８：４、４８：５、４９：１、５３
：１、５７：１、５７：２、５８：４、６３：１、８１、８１：１、８１：２、８１：３
、８１：４、８８、１０４、１０８、１１２、１２２、１２３、１４４、１４６、１４９
、１６６、１６８、１６９、１７０、１７７、１７８、１７９、１８４、１８５、２０８
、２１６、２２６、２５７、Ｐｉｇｍｅｎｔ　Ｖｉｏｌｅｔ３、１９、２３、２９、３０
、３７、５０、８８、Ｐｉｇｍｅｎｔ　Ｏｒａｎｇｅ１３、１６、２０、３６等が挙げら
れる。
　青又はシアン顔料としては、Ｐｉｇｍｅｎｔ　Ｂｌｕｅ１、１５、１５：１、１５：２
、１５：３、１５：４、１５：６、１６、１７－１、２２、２７、２８、２９、３６、６
０等が挙げられる。
　緑顔料としては、Ｐｉｇｍｅｎｔ　Ｇｒｅｅｎ７、２６、３６、５０等が挙げられる。
　黄顔料としては、Ｐｉｇｍｅｎｔ　Ｙｅｌｌｏｗ１、３、１２、１３、１４、１７、３
４、３５、３７、５５、７４、８１、８３、９３、９４、９５、９７、１０８、１０９、
１１０、１２０、１３７、１３８、１３９、１５３、１５４、１５５、１５７、１６６、
１６７、１６８、１８０、１８５、１９３等が挙げられる。
　黒顔料としては、Ｐｉｇｍｅｎｔ　Ｂｌａｃｋ７、２８、２６等が挙げられる。
　白色顔料としては、Ｐｉｇｍｅｎｔ　Ｗｈｉｔｅ６、１８、２１等が挙げられる。
【００１５】
　以下に、本発明で使用することのできる油溶性染料について説明する。
　本発明で使用することのできる油溶性染料とは、水に実質的に不溶な染料を意味する。
具体的には、２５℃での水への溶解度（水１００ｇに溶解できる染料の重量）が１ｇ以下
であり、好ましくは０．５ｇ以下、より好ましくは０．１ｇ以下であるものを指す。した
がって、油溶性染料とは、所謂水に不溶性の顔料や油溶性色素を意味し、これらの中でも
油溶性色素が好ましい。
【００１６】
　本発明に使用可能な前記油溶性染料のうち、イエロー染料としては、任意のものを使用
することができる。例えばカップリング成分としてフェノール類、ナフトール類、アニリ
ン類、ピラゾロン類、ピリドン類、開鎖型活性メチレン化合物類を有するアリールもしく
はヘテリルアゾ染料；例えばカップリング成分として開鎖型活性メチレン化合物類を有す
るアゾメチン染料；例えばベンジリデン染料やモノメチンオキソノール染料等のようなメ
チン染料；例えばナフトキノン染料、アントラキノン染料等のようなキノン系染料；等が
挙げられ、これ以外の染料種としてはキノフタロン染料、ニトロ・ニトロソ染料、アクリ
ジン染料、アクリジノン染料等を挙げることができる。
【００１７】
　本発明に使用可能な前記油溶性染料のうち、マゼンタ染料としては、任意のものを使用
することができる。例えばカップリング成分としてフェノール類、ナフトール類、アニリ
ン類を有するアリールもしくはヘテリルアゾ染料；例えばカップリング成分としてピラゾ
ロン類、ピラゾロトリアゾール類を有するアゾメチン染料；例えばアリーリデン染料、ス
チリル染料、メロシアニン染料、オキソノール染料のようなメチン染料；ジフェニルメタ
ン染料、トリフェニルメタン染料、キサンテン染料のようなカルボニウム染料；例えばナ
フトキノン、アントラキノン、アントラピリドン等のようなキノン系染料；例えばジオキ
サジン染料等のような縮合多環系染料；等を挙げることができる。
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【００１８】
　本発明に適用可能な前記油溶性染料のうち、シアン染料としては、任意のものを使用す
ることができる。例えばインドアニリン染料、インドフェノール染料或いはカップリング
成分としてピロロトリアゾール類を有するアゾメチン染料；シアニン染料、オキソノール
染料、メロシアニン染料のようなポリメチン染料；ジフェニルメタン染料、トリフェニル
メタン染料、キサンテン染料のようなカルボニウム染料；フタロシアニン染料；アントラ
キノン染料；例えばカップリング成分としてフェノール類、ナフトール類、アニリン類を
有するアリールもしくはヘテリルアゾ染料；インジゴ・チオインジゴ染料；等を挙げるこ
とができる。
【００１９】
　前記の各染料は、クロモフォア（発色性の原子団）の一部が解離して初めてイエロー、
マゼンタ、シアンの各色を呈するものであってもよく、その場合のカウンターカチオンは
アルカリ金属や、アンモニウムのような無機のカチオンであってもよいし、ピリジニウム
、４級アンモニウム塩のような有機のカチオンであってもよく、さらにはそれらを部分構
造に有するポリマーカチオンであってもよい。
【００２０】
　以下に限定されるものではないが、好ましい具体例としては、例えば、Ｃ．Ｉ．ソルベ
ント・ブラック３、７、２７、２９及び３４；Ｃ．Ｉ．ソルベント・イエロー１４、１６
、１９、２９、３０、５６、８２、９３及び１６２；Ｃ．Ｉ．ソルベント・レッド１、３
、８、１８、２４、２７、４３、４９、５１、７２、７３、１０９、１２２、１３２及び
２１８；Ｃ．Ｉ．ソルベント・バイオレット３；Ｃ．Ｉ．ソルベント・ブルー２、１１、
２５、３５、３８、６７及び７０；Ｃ．Ｉ．ソルベント・グリーン３及び７；並びにＣ．
Ｉ．ソルベント・オレンジ２；等が挙げられる。
　これらの中で特に好ましいものは、Ｎｕｂｉａｎ　Ｂｌａｃｋ　ＰＣ－０８５０、Ｏｉ
ｌ　Ｂｌａｃｋ　ＨＢＢ　、Ｏｉｌ　Ｙｅｌｌｏｗ　１２９、Ｏｉｌ　Ｙｅｌｌｏｗ　１
０５、Ｏｉｌ　Ｐｉｎｋ　３１２、Ｏｉｌ　Ｒｅｄ　５Ｂ、Ｏｉｌ　Ｓｃａｒｌｅｔ　３
０８、Ｖａｌｉ　Ｆａｓｔ　Ｂｌｕｅ　２６０６、Ｏｉｌ　Ｂｌｕｅ　ＢＯＳ（オリエン
ト化学（株）製）、Ａｉｚｅｎ　Ｓｐｉｌｏｎ　Ｂｌｕｅ　ＧＮＨ（保土ヶ谷化学（株）
製）、ＮｅｏｐｅｎＹｅｌｌｏｗ　０７５、Ｎｅｏｐｅｎ　Ｍａｚｅｎｔａ　ＳＥ１３７
８、Ｎｅｏｐｅｎ　Ｂｌｕｅ　８０８、Ｎｅｏｐｅｎ　Ｂｌｕｅ　ＦＦ４０１２、Ｎｅｏ
ｐｅｎ　Ｃｙａｎ　ＦＦ４２３８（ＢＡＳＦ社製）等である。
　本発明においては、油溶性染料は１種単独で用いてもよく、また、数種類を混合して用
いてもよい。
【００２１】
　また、着色剤として油溶性染料を使用する際、本発明の効果を阻害しない範囲で、必要
に応じて、他の水溶性染料、分散染料、顔料等の着色剤を併用することもできる。
　本発明においては、水非混和性有機溶媒に溶解する範囲で分散染料を用いることもでき
る。分散染料は一般に水溶性の染料も包含するが、本発明においては水非混和性有機溶媒
に溶解する範囲で用いることが好ましい。分散染料の好ましい具体例としては、Ｃ．Ｉ．
ディスパースイエロー５、４２、５４、６４、７９、８２、８３、９３、９９、１００、
１１９、１２２、１２４、１２６、１６０、１８４：１、１８６、１９８、１９９、２０
１、２０４、２２４及び２３７；Ｃ．Ｉ．ディスパーズオレンジ１３、２９、３１：１、
３３、４９、５４、５５、６６、７３、１１８、１１９及び１６３；Ｃ．Ｉ．ディスパー
ズレッド５４、６０、７２、７３、８６、８８、９１、９２、９３、１１１、１２６、１
２７、１３４、１３５、１４３、１４５、１５２、１５３、１５４、１５９、１６４、１
６７：１、１７７、１８１、２０４、２０６、２０７、２２１、２３９、２４０、２５８
、２７７、２７８、２８３、３１１、３２３、３４３、３４８、３５６及び３６２；Ｃ．
Ｉ．ディスパーズバイオレット３３；Ｃ．Ｉ．ディスパーズブルー５６、６０、７３、８
７、１１３、１２８、１４３、１４８、１５４、１５８、１６５、１６５：１、１６５：
２、１７６、１８３、１８５、１９７、１９８、２０１、２１４、２２４、２２５、２５
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７、２６６、２６７、２８７、３５４、３５８、３６５及び３６８；並びにＣ．Ｉ．ディ
スパーズグリーン６：１及び９；等が挙げられる。
【００２２】
　本発明に使用することができる着色剤は、本発明のインク組成物又はインクジェット記
録用インク組成物に添加された後、適度に当該インク内で分散することが好ましい。着色
剤の分散には、例えば、ボールミル、サンドミル、アトライター、ロールミル、アジテー
タ、ヘンシェルミキサ、コロイドミル、超音波ホモジナイザー、パールミル、湿式ジェッ
トミル、ペイントシェーカー等の各分散装置を用いることができる。
【００２３】
　着色剤は、本発明のインク組成物の調製に際して各成分とともに直接添加により配合し
てもよいが、分散性向上のため、あらかじめ溶剤又は本発明に使用するラジカル重合性化
合物のような分散媒体に添加し、均一分散或いは溶解させた後、配合することもできる。
　本発明において、溶剤が硬化画像に残留する場合の耐溶剤性の劣化及び残留する溶剤の
ＶＯＣ（Ｖｏｌａｔｉｌｅ　Ｏｒｇａｎｉｃ　Ｃｏｍｐｏｕｎｄ：揮発性有機化合物）の
問題を避けるためにも、着色剤は、ラジカル重合性化合物のような分散媒体に予め添加し
て、配合することが好ましい。なお、分散適性の観点のみを考慮した場合、着色剤の添加
に使用する重合性化合物は、最も粘度の低いモノマーを選択することが好ましい。これら
の着色剤はインク組成物の使用目的に応じて、１種又は２種以上を適宜選択して用いれば
よい。
【００２４】
　なお、本発明のインク組成物中において固体のまま存在する顔料等の着色剤を使用する
際には、着色剤粒子の平均粒径は、好ましくは０．００５～０．５μｍ、より好ましくは
０．０１～０．４５μｍ、さらに好ましくは０．０１５～０．４μｍとなるよう、着色剤
、分散剤、分散媒体の選定、分散条件、ろ過条件を設定することが好ましい。この粒径管
理によって、ヘッドノズルの詰まりを抑制し、インクの保存安定性、インク透明性及び硬
化感度を維持することができるので好ましい。
【００２５】
（Ｂ）式（I）で表される化合物
　本発明のインク組成物は、増感剤として、（Ｂ）式（I）で表される化合物を含有する
。
【００２６】
【化３】

【００２７】
　前記式（I）において、Ｘは、Ｏ、Ｓ又はＮＲを表す。Ｒは、水素原子、アルキル基又
はアシル基を表し、アルキル基又はアシル基であることが好ましい。
　前記式（I）において、ｎは、０又は１を表す。
　Ｘとしては、Ｏ又はＳであることが好ましく、Ｓであることがより好ましい。
　なお、ｎが０の場合、Ｒ7及びＲ8と結合した炭素原子は存在せず、ヘテロ原子を含むＸ
と、Ｒ5及びＲ6と結合した炭素原子と、が直接結合して、Ｘを含む５員のヘテロ環を構成
することになる。
【００２８】
　Ｒ1、Ｒ2、Ｒ3、Ｒ4、Ｒ5、Ｒ6、Ｒ7及びＲ8はそれぞれ独立に、水素原子又は一価の置
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換基を表す。
　Ｒ1、Ｒ2、Ｒ3、Ｒ4、Ｒ5、Ｒ6、Ｒ7及びＲ8における一価の置換基としては、ハロゲン
原子、脂肪族基、芳香族基、複素環基、シアノ基、ヒドロキシ基、ニトロ基、アミノ基、
アルキルアミノ基、アルコキシ基、アリールオキシ基、アミド基、アリールアミノ基、ウ
レイド基、スルファモイルアミノ基、アルキルチオ基、アリールチオ基、アルコキシカル
ボニルアミノ基、スルホンアミド基、カルバモイル基、スルファモイル基、スルホニル基
、アルコキシカルボニル基、ヘテロ環オキシ基、アゾ基、アシルオキシ基、カルバモイル
オキシ基、シリルオキシ基、アリールオキシカルボニル基、アリールオキシカルボニルア
ミノ基、イミド基、ヘテロ環チオ基、スルフィニル基、ホスホリル基、アシル基、カルボ
キシル基又はスルホ基などが挙げられる。中でも、アルキル基又はハロゲン原子であるこ
とが好ましい。
【００２９】
　式（I）におけるＲ1、Ｒ2、Ｒ3、Ｒ4、Ｒ5、Ｒ6、Ｒ7及びＲ8が一価の置換基を表す場
合のアルキル基としては、炭素数１～１０個のアルキル基が好ましく、メチル基、エチル
基、プロピル基、ｎ－ブチル基、ｓｅｃ－ブチル基、ｔ－ブチル基のような炭素数１～４
個のものがより好ましい。
　同様に、アルコキシ基としては、メトキシ基、エトキシ基、ヒドロキシエトキシ基、プ
ロポキシ基、ｎ－ブトキシ基、イソブトキシ基、ｓｅｃ－ブトキシ基、ｔ－ブトキシ基の
ような炭素数１～４個のものが好ましく挙げられる。
　ハロゲン原子としては、フッ素原子、塩素原子、臭素原子、ヨウ素原子を挙げることが
できる。
【００３０】
　Ｒ1、Ｒ2、Ｒ3及びＲ4は、それぞれ隣接する２つが互いに連結、例えば、縮合、して環
を形成していてもよい。
　これらが環を形成する場合の環構造としては、５又は６員環の脂肪族環、芳香族環など
が挙げられ、炭素原子以外の元素を含む複素環であってもよく、また、形成された環同士
がさらに組み合わさって２核環、例えば、縮合環を形成していてもよい。さらにこれらの
環構造は、前記式（I）において、Ｒ1乃至Ｒ8が一価の置換基を表す場合に例示した置換
基をさらに有していてもよい。形成された環構造が複素環である場合のヘテロ原子の例と
しては、Ｎ、Ｏ及びＳを挙げることができる。
【００３１】
　ｎ＝１の場合、Ｒ5又はＲ6と、Ｒ7又はＲ8は互いに連結して脂肪族環を形成してもよい
が、芳香族環を形成することはない。脂肪族環は、３～６員環であることが好ましく、５
又は６員環であることがより好ましい。
【００３２】
　前記式（I）で表される化合物は、下記式（I-A）で表される化合物であることが好まし
い。
【００３３】
【化４】

【００３４】
　前記式（I-A）において、ＸはＯ又はＳを表し、ｎは０又は１を表し、Ｒ1A、Ｒ2A、Ｒ3

A、Ｒ4A、Ｒ5A、Ｒ6A、Ｒ7A及びＲ8Aはそれぞれ独立に、水素原子、アルキル基、ハロゲ
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ン原子、水酸基、シアノ基、ニトロ基、アミノ基、アルキルチオ基、アルキルアミノ基、
アルコキシ基、アルコキシカルボニル基、アシルオキシ基、アシル基、カルボキシル基又
はスルホ基を表す。Ｒ1A、Ｒ2A、Ｒ3A及びＲ4Aは、それぞれ隣接する２つが互いに連結（
縮合）して環を形成していてもよい。Ｒ5A又はＲ6Aと、Ｒ7A又はＲ8Aは互いに連結して脂
肪族環を形成してもよいが、芳香族環を形成することはない。
　さらにこれらの環構造は、前記式（I）において、Ｒ1、Ｒ2、Ｒ3、Ｒ4、Ｒ5、Ｒ6、Ｒ7

及びＲ8が一価の置換基を表す場合に例示した各置換基をさらに有していてもよい。環構
造が複素環の場合、ヘテロ原子の例としては、Ｎ、Ｏ及びＳを挙げることができる。
【００３５】
　また、前記式（I）で表される化合物は、下記式（I-B）で表される化合物であることが
より好ましい。
【００３６】
【化５】

【００３７】
　前記式（I-B）において、ＸはＯ又はＳを表し、Ｒ1B、Ｒ2B、Ｒ3B、Ｒ4B、Ｒ5B、Ｒ6B

、Ｒ7B及びＲ8Bはそれぞれ独立に、水素原子、アルキル基、ハロゲン原子、水酸基、シア
ノ基、ニトロ基、アミノ基、アルキルチオ基、アルキルアミノ基、アルコキシ基、アルコ
キシカルボニル基、アシルオキシ基、アシル基、カルボキシル基又はスルホ基を表す。ま
た、Ｒ1B、Ｒ2B、Ｒ3B及びＲ4Bは、それぞれ隣接する２つが互いに連結（縮合）して環を
形成していてもよい。Ｒ5B又はＲ6Bと、Ｒ7B又はＲ8Bは互いに連結して脂肪族環を形成し
てもよいが、芳香族環を形成することはない。
　さらにこれらの環構造は、前記式（I）において、Ｒ1、Ｒ2、Ｒ3、Ｒ4、Ｒ5、Ｒ6、Ｒ7

及びＲ8が一価の置換基を表す場合に例示した各置換基をさらに有していてもよい。環構
造が複素環の場合、ヘテロ原子の例としては、Ｎ、Ｏ及びＳを挙げることができる。
【００３８】
　さらに、前記式（I）で表される化合物は、下記式（I-C）で表される化合物であること
がさらに好ましい。
【００３９】
【化６】

【００４０】
　前記式（I-C）において、Ｒ1C、Ｒ2C、Ｒ3C、Ｒ4C、Ｒ5C、Ｒ6C、Ｒ7C及びＲ8Cはそれ
ぞれ独立に、水素原子、アルキル基、ハロゲン原子、水酸基、シアノ基、ニトロ基、アミ
ノ基、アルキルチオ基、アルキルアミノ基、アルコキシ基、アルコキシカルボニル基、ア
シルオキシ基、アシル基、カルボキシル基又はスルホ基を表す。
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　Ｒ1C、Ｒ2C、Ｒ3C及びＲ4Cは、それぞれ隣接する２つが互いに縮合して５又は６員環の
脂肪族環、芳香族環を形成していてもよく、これらの環は、炭素原子以外の元素を含む複
素環であってもよく、また、形成された環同士がさらに組み合わさって２核環、例えば、
縮合環を形成していてもよい。Ｒ5C又はＲ6Cと、Ｒ7C又はＲ8Cは互いに連結して脂肪族環
を形成してもよいが、芳香族環を形成することはない。
　さらにこれらの環構造は、前記式（I）において、Ｒ1、Ｒ2、Ｒ3、Ｒ4、Ｒ5、Ｒ6、Ｒ7

及びＲ8が一価の置換基を表す場合に例示した各置換基をさらに有していてもよい。環構
造が複素環の場合、ヘテロ原子の例としては、Ｎ、Ｏ及びＳを挙げることができる。
【００４１】
　また、Ｒ1C、Ｒ2C、Ｒ3C、Ｒ4C、Ｒ5C、Ｒ6C、Ｒ7C及びＲ8Cのうちの少なくとも１つは
ハロゲン原子であることが好ましい。好ましい置換位置としてはＲ1C、Ｒ2C、Ｒ3C、Ｒ4C

が挙げられ、Ｒ2Cが最も好ましい。Ｒ1C～Ｒ8Cにおけるハロゲン原子の数としては、１つ
又は２つであることが好ましく、１つであることがより好ましい。
【００４２】
　Ｒ2Cは、水素以外の置換基であることが好ましく、中でも、光源とのマッチングがよく
高感度であるため、アルキル基、ハロゲン原子、アシルオキシ基又はアルコキシカルボニ
ル基が好ましく、アルキル基又はハロゲン原子がより好ましい。
【００４３】
　Ｒ7C及びＲ8Cのいずれかは、水素以外の置換基であるほうが好ましく、両方とも水素以
外の置換基であることがさらに好ましい。好ましい置換基としては、アルキル基、ハロゲ
ン原子、カルボキシル基、アルコキシカルボニル基があげられ、中でもアルキル基、アル
コキシカルボニル基が好ましく、アルキル基が最も好ましい。
　ハロゲン原子としては、フッ素原子、塩素原子、臭素原子、ヨウ素原子を挙げることが
でき、塩素原子、臭素原子、ヨウ素原子が好ましい。
【００４４】
　アルキル基としては、炭素数１～１０個のアルキル基が好ましく、メチル基、エチル基
、プロピル基、ｎ－ブチル基、ｓｅｃ－ブチル基、ｔ－ブチル基のような炭素数が１～４
個のものがより好ましい。
【００４５】
　アシルオキシ基としては炭素数２～１０個の脂肪族アシルオキシ基が好ましく、炭素数
が２～５個の脂肪族アシルオキシ基がより好ましい。
　アルコキシカルボニル基としては炭素数２～１０個の脂肪族アルコキシカルボニル基が
好ましく、炭素数が２～５個のアルコキシカルボニル基がより好ましい。
【００４６】
　本発明に好適に用いることのできる式（I）で表される化合物の具体例〔例示化合物（I
-1）～（I-133）〕を以下に示すが、本発明はこれらに限定されるものではない。なお、
本発明における化学式の一部において、炭化水素鎖を炭素（Ｃ）及び水素（Ｈ）の記号を
省略した簡略構造式で記載する場合もある。また、下記具体例において、Ｍｅはメチル基
を表し、Ｂｕtはｔ－ブチル基を表し、Ｐｒiはイソプロピル基を表す。
【００４７】
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【００４８】
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【００４９】
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【００５０】
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【００５１】
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【００５２】
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【００５３】
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【００５４】
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【化１４】

【００５５】
【化１５】

【００５６】
　これらの中でも、例示化合物（I-4）、（I-14）、（I-17）、（I-71）、（I-116）又は
（I-129）が好ましく、例示化合物（I-14）が特に好ましい。
【００５７】
　式（I）で表される化合物の合成方法としては、例えば、特開２００４－１８９６９５
号公報、Ｔｅｔｒａｈｅｄｒｏｎ，第４９巻，ｐ９３９（１９９３年）、Ｊｏｕｒｎａｌ
　ｏｆ　Ｏｒｇａｎｉｃ　Ｃｈｅｍｉｓｔｒｙ，ｐ８９３（１９４５年）、及び、Ｊｏｕ
ｒｎａｌ　ｏｆ　Ｏｒｇａｎｉｃ　Ｃｈｅｍｉｓｔｒｙ，ｐ４９３９（１９６５年）など
に記載の公知の方法によって合成することができる。
【００５８】
　本発明のインク組成物における式（I）で表される化合物の含有量は、インク組成物の
全量に対して、０．０５～３０重量％が好ましく、０．１～２０重量％であることがより
好ましく、０．２～１０重量％であることがさらに好ましい。
　本発明のインク組成物中における含有量について、後述する（Ｄ）重合開始剤との関連
において述べれば、重量比で、（Ｄ）重合開始剤：（Ｂ）式（I）で表される化合物＝２
００：１～１：２００であることが好ましく、５０：１～１：５０であることがより好ま
しく、２０：１～１：５であることがさらに好ましい。
【００５９】
〔他の増感剤〕
　本発明においては、前記した式（I）で表される化合物に加え、公知の増感剤を本発明
の効果を損なわない限りにおいて併用することができるが、本発明のインク組成物は、他
の増感剤を含有しないことが好ましい。
　本発明のインク組成物が他の増感剤を含有する場合、その含有量は、重量比で、式（I
）で表される化合物に対して、式（I）で表される化合物：他の増感剤＝１：５～１００
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：１であることが好ましく、１：１～１００：１であることがより好ましく、２：１～１
００：１であることがさらに好ましい。
　併用可能な他の増感剤の例としては、ベンゾフェノン、チオキサントン、イソプロピル
チオキサントン、アントラキノン、３－アシルクマリン誘導体、ターフェニル、スチリル
ケトン、３－（アロイルメチレン）チアゾリン、ショウノウキノン、エオシン、ローダミ
ン、エリスロシン、α－（ｐ－ジメチルアミノベンジリデン）ケトンなどが挙げられる。
【００６０】
　併用可能な他の増感剤のさらなる例は、下記に示す通りである。
（１）チオキサントン
　チオキサントン、２－イソプロピルチオキサントン、２－クロロチオキサントン、２－
ドデシルチオキサントン、２，４－ジ－エチルチオキサントン、２，４－ジメチルチオキ
サントン、１－メトキシカルボニルチオキサントン、２－エトキシカルボニルチオキサン
トン、３－（２－メトキシエトキシカルボニル）チオキサントン、４－ブトキシカルボニ
ルチオキサントン、３－ブトキシカルボニル－７－メチルチオキサントン、１－シアノ－
３－クロロチオキサントン、１－エトキシカルボニル－３－クロロチオキサントン、１－
エトキシカルボニル－３－エトキシチオキサントン、１－エトキシカルボニル－３－アミ
ノチオキサントン、１－エトキシカルボニル－３－フェニルスルフリルチオキサントン、
３，４－ジ［２－（２－メトキシエトキシ）エトキシカルボニル］チオキサントン、１－
エトキシカルボニル－３－（１－メチル－１－モルホリノエチル）チオキサントン、２－
メチル－６－ジメトキシメチルチオキサントン、２－メチル－６－（１，１－ジメトキシ
ベンジル）チオキサントン、２－モルホリノメチルチオキサントン、２－メチル－６－モ
ルホリノメチルチオキサントン、ｎ－アリルチオキサントン－３，４－ジカルボキシミド
、ｎ－オクチルチオキサントン－３，４－ジカルボキシイミド、Ｎ－（１，１，３，３－
テトラメチルブチル）チオキサントン－３，４－ジカルボキシイミド、１－フェノキシチ
オキサントン、６－エトキシカルボニル－２－メトキシチオキサントン、６－エトキシカ
ルボニル－２－メチルチオキサントン、チオキサントン－２－ポリエチレングリコールエ
ステル、２－ヒドロキシ－３－（３，４－ジメチル－９－オキソ－９Ｈ－チオキサントン
－２－イルオキシ）－Ｎ，Ｎ，Ｎ－トリメチル－１－プロパンアミニウムクロリド；
【００６１】
（２）ベンゾフェノン
　ベンゾフェノン、４－フェニルベンゾフェノン、４－メトキシベンゾフェノン、４，４
’－ジメトキシベンゾフェノン、４，４’－ジメチルベンゾフェノン、４，４’－ジクロ
ロベンゾフェノン、４，４’－ジメチルアミノベンゾフェノン、４，４’－ジエチルアミ
ノベンゾフェノン、４－メチルベンゾフェノン、２，４，６－トリメチルベンゾフェノン
、４－（４－メチルチオフェニル）ベンゾフェノン、３，３’－ジメチル－４－メトキシ
ベンゾフェノン、メチル－２－ベンゾイルベンゾアート、４－（２－ヒドロキシエチルチ
オ）ベンゾフェノン、４－（４－トリルチオ）ベンゾフェノン、４－ベンゾイル－Ｎ，Ｎ
，Ｎ－トリメチルベンゼンメタンアミニウムクロリド、２－ヒドロキシ－３－（４－ベン
ゾイルフェノキシ）－Ｎ，Ｎ，Ｎ－トリメチル－１－プロパンアミニウムクロリド一水和
物、４－（１３－アクリロイル－１，４，７，１０，１３－ペンタオキサトリデシル）ベ
ンゾフェノン、４－ベンゾイル－Ｎ，Ｎ－ジメチル－Ｎ－［２－（１－オキソ－２－プロ
ペニル）オキシ］エチルベンゼンメタンアミニウムクロリド；
【００６２】
（３）３－アシルクマリン
　３－ベンゾイルクマリン、３－ベンゾイル－７－メトキシクマリン、３－ベンゾイル－
５，７－ジプロポキシクマリン、３－ベンゾイル－６，８－ジクロロクマリン、３－ベン
ゾイル－６－クロロクマリン、３，３’－カルボニルビス〔５，７－ジ（プロポキシ）ク
マリン〕、３，３’－カルボニルビス（７－メトキシクマリン）、３，３’－カルボニル
ビス（７－ジエチルアミノクマリン）、３－イソブチロイルクマリン、３－ベンゾイル－
５，７－ジメトキシクマリン、３－ベンゾイル－５，７－ジエトキシクマリン、３－ベン
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ゾイル－５，７－ジブトキシクマリン、３－ベンゾイル－５，７－ジ（メトキシエトキシ
）クマリン、３－ベンゾイル－５，７－ジ（アリルオキシ）クマリン、３－ベンゾイル－
７－ジメチルアミノクマリン、３－ベンゾイル－７－ジエチルアミノクマリン、３－イソ
ブチロイル－７－ジメチルアミノクマリン、５，７－ジメトキシ－３－（１－ナフトイル
）クマリン、５，７－ジメトキシ－３－（１－ナフトイル）クマリン、３－ベンゾイルベ
ンゾ〔ｆ〕クマリン、７－ジエチルアミノ－３－チエノイルクマリン、３－（４－シアノ
ベンゾイル）－５，７－ジメトキシクマリン；
【００６３】
（４）３－（アロイルメチレン）チアゾリン
　３－メチル－２－ベンゾイルメチレン－β－ナフトチアゾリン、３－メチル－２－ベン
ゾイルメチレンベンゾチアゾリン、３－エチル－２－プロピオニルメチレン－β－ナフト
チアゾリン；
【００６４】
（５）アントラセン
　９，１０－ジメトキシアントラセン、９，１０－ジエトキシアントラセン、９，１０－
ジメトキシ－２－エチルアントラセン、
【００６５】
（６）他のカルボニル化合物
　アセトフェノン、３－メトキシアセトフェノン、４－フェニルアセトフェノン、ベンジ
ル、２－アセチルナフタレン、２－ナフトアルデヒド、９，１０－ナフトラキノン、９－
フルオレノン、ジベンゾスベロン、キサントン、２，５－ビス（４－ジエチルアミノベン
ジリデン）シクロペンタノン、２－（４－ジメチルアミノベンジリデン）インダン－１－
オン、３－（４－ジメチルアミノフェニル）－１－インダン－５－イルプロペノン、３－
フェニルチオフタルイミド、Ｎ－メチル－３，５－ジ（エチルチオ）フタルイミド。
【００６６】
（Ｃ）重合性化合物
　本発明のインク組成物は、（Ｃ）重合性化合物を含有する。
　本発明に用いることができる重合性化合物は、付加重合性化合物であることが好ましく
、ラジカル重合性化合物又はカチオン重合性化合物であることがより好ましく、ラジカル
重合性化合物であることがさらに好ましく、エチレン性不飽和化合物であることが特に好
ましい。
　また、本発明に用いることができる重合性化合物は、１種単独で用いても、２種以上を
用いてもよく、また、例えば、ラジカル重合性化合物とカチオン重合性化合物とを併用し
てもよい。
【００６７】
　本発明のインク組成物中における重合性化合物の含有量は、インク組成物全量に対し、
６０～９５重量部であることが好ましく、６５～９０重量部であることがより好ましく、
７０～９０重量部であることがさらに好ましい。上記範囲であると、硬化性に優れ、また
、粘度が適度である。
【００６８】
　本発明のインク組成物中における重合性化合物のうち、少なくとも１つは単官能重合性
化合物であることが好ましく、少なくとも１つは単官能エチレン性不飽和化合物であるこ
とがより好ましく、少なくとも１つは単官能アクリレート化合物であることがさらに好ま
しい。インク組成物に単官能重合性化合物を用いると、十分な硬化性に加え、インク組成
物を硬化して得られる膜の柔軟性が十分得られる。
【００６９】
　本発明のインク組成物は、単官能重合性化合物と２官能重合性化合物とを含有すること
が好ましく、本発明のインク組成物に含有される重合性化合物が単官能重合性化合物及び
２官能重合性化合物のみであることがより好ましい。
【００７０】
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　重合性化合物として単官能重合性化合物を用いる場合、単官能重合性化合物がインク組
成物中に占める割合は、３０～８０重量％であることが好ましく、４０～７０重量％であ
ることがより好ましく、５０～６０重量％であることがさらに好ましい。上記範囲である
と、基材への密着性に優れ、また、硬化後の画像表面のベタつきを抑制できる。
【００７１】
　重合性化合物として、２官能重合性化合物を有する場合、２官能重合性化合物がインク
組成物中に占める割合は、１５～４５重量％であることが好ましく、２０～４０重量％で
あることがより好ましく、２５～３５重量％であることがさらに好ましい。上記範囲であ
ると、硬化性に優れ、硬化膜の強度が十分であり、ひび割れ等の発生を減らすことができ
る。
【００７２】
（ラジカル重合性化合物）
　本発明において、ラジカル重合性化合物としては、エチレン性不飽和結合を有する化合
物を使用することが好ましい。具体的には、（メタ）アクリル酸、（メタ）アクリル酸エ
ステル、（メタ）アクリルアミド化合物、ビニル化合物（例えば、脂肪族ビニル化合物、
芳香族ビニル化合物、Ｎ－ビニル化合物）が例示できる。
【００７３】
　この他、重合性のオリゴマー類も、モノマー同様に配合可能である。重合性オリゴマー
としては、エポキシアクリレート、脂肪族ウレタンアクリレート、芳香族ウレタンアクリ
レート、ポリエステルアクリレート、直鎖アクリルオリゴマー等が挙げられる。
【００７４】
　本発明のインク組成物において、単官能重合性化合物として、環状構造を有するラジカ
ル重合性モノマーを使用することが好ましく、Ｎ－ビニル化合物及び／又は芳香族単官能
ラジカル重合性モノマーを使用することがより好ましく、Ｎ－ビニル化合物及び芳香族単
官能ラジカル重合性モノマーを使用することがさらに好ましい。
　また、本発明のインク組成物において、多官能重合性化合物として、多官能脂肪族（メ
タ）アクリレート化合物及び／又は多官能ビニルエーテル化合物を使用することが好まし
く、２官能脂肪族（メタ）アクリレート化合物及び／又は２官能ビニルエーテル化合物を
使用することがより好ましく、２官能脂肪族（メタ）アクリレート化合物及び２官能ビニ
ルエーテル化合物を使用することがさらに好ましく、脂肪族ジ（メタ）アクリレート化合
物及びジビニルエーテル化合物を使用することが特に好ましい。
【００７５】
＜（メタ）アクリレート化合物＞
　エチレン性不飽和結合を有する化合物としては、各種（メタ）アクリレート化合物が好
ましく使用できる。
　例えば、イソアミルアクリレート、ステアリルアクリレート、ラウリルアクリレート、
オクチルアクリレート、デシルアクリレート、イソアミルスチルアクリレート、イソステ
アリルアクリレート、２－エチルヘキシルジグリコールアクリレート、２－ヒドロキシブ
チルアクリレート、２－アクリロイロキシエチルヘキサヒドロフタル酸、ブトキシエチル
アクリレート、エトキシジエチレングリコールアクリレート、メトキシジエチレングリコ
ールアクリレート、メトキシポリエチレングリコールアクリレート、メトキシプロピレン
グリコールアクリレート、フェノキシエチルアクリレート、テトラヒドロフルフリルアク
リレート、イソボルニルアクリレート、２－ヒドロキシエチルアクリレート、２－ヒドロ
キシプロピルアクリレート、２－ヒドロキシ－３－フェノキシプロピルアクリレート、２
－アクリロイキシエチルコハク酸、２－アクリロイキシエチルフタル酸、２－アクリロイ
キシエチル－２－ヒドロキシエチルフタル酸、ラクトン変性可とう性アクリレート、ｔ－
ブチルシクロヘキシルアクリレート等の単官能（メタ）アクリレート化合物が挙げられる
。
【００７６】
　また、トリエチレングリコールジアクリレート、テトラエチレングリコールジアクリレ
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ート、ポリエチレングリコールジアクリレート、ジプロピレングリコールジアクリレート
、トリプロピレングリコールジアクリレート、ポリプロピレングリコールジアクリレート
、１，４－ブタンジオールジアクリレート、１，６－ヘキサンジオールジアクリレート、
１，９－ノナンジオールジアクリレート、ネオペンチルグリコールジアクリレート、ジメ
チロール－トリシクロデカンジアクリレート、ビスフェノールＡのＥＯ（エチレンオキサ
イド）付加物ジアクリレート、ビスフェノールＡのＰＯ（プロピレンオキサイド）付加物
ジアクリレート、ヒドロキシピバリン酸ネオペンチルグリコールジアクリレート、ポリテ
トラメチレングリコールジアクリレート、トリメチロールプロパントリアクリレート、Ｅ
Ｏ変性トリメチロールプロパントリアクリレート、ペンタエリスリトールトリアクリレー
ト、ペンタエリスリトールテトラアクリレート、ジペンタエリスリトールヘキサアクリレ
ート、ジトリメチロールプロパンテトラアクリレート、グリセリンプロポキシトリアクリ
レート、カプロラクトン変性トリメチロールプロパントリアクリレート、ペンタエリスリ
トールエトキシテトラアクリレート、カプロラクトン変性ジペンタエリスリトールヘキサ
アクリレート、ＰＯ変性ネオペンチルグリコールジアクリレート等の多官能（メタ）アク
リレート化合物が挙げられる。
【００７７】
　本発明のインク組成物は、多官能（メタ）アクリレート化合物を含有していることが好
ましく、ジ（メタ）アクリレート化合物を含有していることがより好ましく、ＰＯ変性ネ
オペンチルグリコールジアクリレートを含有していることがさらに好ましい。
【００７８】
＜Ｎ－ビニル化合物＞
　本発明において、Ｎ－ビニル基を有し、環状構造を有する基を有する重合性化合物（Ｎ
－ビニル化合物）を使用することが好ましい。中でも、Ｎ－ビニルカルバゾール、１－ビ
ニルイミダゾール、Ｎ－ビニルラクタム類を使用することが好ましく、Ｎ－ビニルラクタ
ム類を使用することがさらに好ましい。
　本発明に用いることができるＮ－ビニルラクタム類の好ましい例として、下記式（Ｎ）
で表される化合物が挙げられる。
【００７９】

【化１６】

【００８０】
　式（Ｎ）中、ｍは１～５の整数を表し、インク組成物が硬化した後の柔軟性、支持体と
の密着性、及び、原材料の入手性の観点から、ｍは２～４の整数であることが好ましく、
ｍが２又は４であることがより好ましく、ｍが４である、すなわちＮ－ビニルカプロラク
タムであることが特に好ましい。Ｎ－ビニルカプロラクタムは安全性に優れ、汎用的で比
較的安価に入手でき、特に良好なインク硬化性、及び硬化膜の支持体への密着性が得られ
るので好ましい。
【００８１】
　また、前記Ｎ－ビニルラクタム類は、ラクタム環上にアルキル基、アリール基等の置換
基を有していてもよく、飽和又は不飽和環構造を連結していてもよい。
　前記Ｎ－ビニルラクタム類は、インク組成物中に１種のみ含有されていてもよく、複数
種含有されていてもよい。
【００８２】
　本発明において、Ｎ－ビニル化合物は、インク組成物全体の５重量％～４０重量％含有
することが好ましく、１０重量％～３０重量％含有することがより好ましく、１２重量％
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～２０重量％含有することがさらに好ましい。上記範囲において多重合性化合物との良好
な共重合性を示し、硬化性、耐ブロッキング性に優れるインク組成物が得られる。
【００８３】
　本発明のインク組成物は、式（Ｎ）で表されるＮ－ビニルラクタム類をインク組成物全
体の１０重量％以上含有することが好ましく、１０～４０重量％含有することがより好ま
しく、１０重量％～３０重量％含有することがさらに好ましく、１２重量％～２０重量％
含有することが特に好ましい。
　Ｎ－ビニルラクタム類の使用量が上記の数値の範囲内であると、硬化性、硬化膜柔軟性
、硬化膜の支持体への密着性に優れる。また、Ｎ－ビニルラクタム類は比較的融点が高い
化合物である。Ｎ－ビニルラクタム類が４０重量％以下の含有率であると、０℃以下の低
温下でも良好な溶解性を示し、インク組成物の取り扱い可能温度範囲が広くなる。
【００８４】
＜ビニルエーテル化合物＞
　ビニルエーテル化合物としては、例えば、エチレングリコールジビニルエーテル、ジエ
チレングリコールジビニルエーテル、トリエチレングリコールジビニルエーテル、プロピ
レングリコールジビニルエーテル、ジプロピレングリコールジビニルエーテル、ブタンジ
オールジビニルエーテル、ヘキサンジオールジビニルエーテル、シクロヘキサンジメタノ
ールジビニルエーテル、トリメチロールプロパントリビニルエーテル等のジ又はトリビニ
ルエーテル化合物、エチルビニルエーテル、ｎ－ブチルビニルエーテル、イソブチルビニ
ルエーテル、オクタデシルビニルエーテル、シクロヘキシルビニルエーテル、ヒドロキシ
ブチルビニルエーテル、２－エチルヘキシルビニルエーテル、シクロヘキサンジメタノー
ルモノビニルエーテル、ｎ－プロピルビニルエーテル、イソプロピルビニルエーテル、イ
ソプロペニルビニルエーテル、ドデシルビニルエーテル、ジエチレングリコールモノビニ
ルエーテル、オクタデシルビニルエーテル等のモノビニルエーテル化合物等が挙げられる
。
【００８５】
　以下に、単官能ビニルエーテルと多官能ビニルエーテルを詳しく例示する。
　単官能ビニルエーテルの例としては、例えば、メチルビニルエーテル、エチルビニルエ
ーテル、プロピルビニルエーテル、ｎ－ブチルビニルエーテル、ｔ－ブチルビニルエーテ
ル、２－エチルヘキシルビニルエーテル、ｎ－ノニルビニルエーテル、ラウリルビニルエ
ーテル、シクロヘキシルビニルエーテル、シクロヘキシルメチルビニルエーテル、４－メ
チルシクロヘキシルメチルビニルエーテル、ベンジルビニルエーテル、ジシクロペンテニ
ルビニルエーテル、２－ジシクロペンテノキシエチルビニルエーテル、メトキシエチルビ
ニルエーテル、エトキシエチルビニルエーテル、ブトキシエチルビニルエーテル、メトキ
シエトキシエチルビニルエーテル、エトキシエトキシエチルビニルエーテル、メトキシポ
リエチレングリコールビニルエーテル、テトラヒドロフルフリルビニルエーテル、２－ヒ
ドロキシエチルビニルエーテル、２－ヒドロキシプロピルビニルエーテル、４－ヒドロキ
シブチルビニルエーテル、４－ヒドロキシメチルシクロヘキシルメチルビニルエーテル、
ジエチレングリコールモノビニルエーテル、ポリエチレングリコールビニルエーテル、ク
ロルエチルビニルエーテル、クロルブチルビニルエーテル、クロルエトキシエチルビニル
エーテル、フェニルエチルビニルエーテル、フェノキシポリエチレングリコールビニルエ
ーテル等が挙げられる。
【００８６】
　また、多官能ビニルエーテルの例としては、例えば、エチレングリコールジビニルエー
テル、ジエチレングリコールジビニルエーテル、トリエチレングリコールジビニルエーテ
ル、ポリエチレングリコールジビニルエーテル、プロピレングリコールジビニルエーテル
、ブチレングリコールジビニルエーテル、ヘキサンジオールジビニルエーテル、ビスフェ
ノールＡアルキレンオキサイドジビニルエーテル、ビスフェノールＦアルキレンオキサイ
ドジビニルエーテルなどのジビニルエーテル類；トリメチロールエタントリビニルエーテ
ル、トリメチロールプロパントリビニルエーテル、ジトリメチロールプロパンテトラビニ
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ルエーテル、グリセリントリビニルエーテル、ペンタエリスリトールテトラビニルエーテ
ル、ジペンタエリスリトールペンタビニルエーテル、ジペンタエリスリトールヘキサビニ
ルエーテル、エチレンオキサイド付加トリメチロールプロパントリビニルエーテル、プロ
ピレンオキサイド付加トリメチロールプロパントリビニルエーテル、エチレンオキサイド
付加ジトリメチロールプロパンテトラビニルエーテル、プロピレンオキサイド付加ジトリ
メチロールプロパンテトラビニルエーテル、エチレンオキサイド付加ペンタエリスリトー
ルテトラビニルエーテル、プロピレンオキサイド付加ペンタエリスリトールテトラビニル
エーテル、エチレンオキサイド付加ジペンタエリスリトールヘキサビニルエーテル、プロ
ピレンオキサイド付加ジペンタエリスリトールヘキサビニルエーテルなどの多官能ビニル
エーテル類等が挙げられる。
【００８７】
　本発明のインク組成物は、多官能ビニルエーテル化合物を含有することが好ましく、二
官能ビニルエーテル化合物を含有することがより好ましい。
【００８８】
＜環状構造を有するラジカル重合性モノマー＞
　環状構造を有する単官能ラジカル重合性モノマーは、以下の式（Ａ１）で表される単官
能ラジカル重合性モノマーであることが好ましい。なお、芳香族単官能ラジカル重合性モ
ノマーとは、芳香族基を有する単官能ラジカル重合性モノマーであり、脂肪族環状構造を
有する単官能ラジカル重合性モノマーとは、ヘテロ原子を含んでもよい脂環式炭化水素基
を有する単官能ラジカル重合性モノマーである。また、単官能ラジカル重合性モノマーは
、重合性のあるエチレン性不飽和結合を１つのみ有する化合物であり、重合性のあるエチ
レン性不飽和結合を有する基としては、アクリロイルオキシ基、メタクリロイルオキシ基
、アクリルアミド基、メタクリルアミド基、ビニル基、ビニルオキシ基が好ましく例示で
きる。
【００８９】
【化１７】

【００９０】
　上記式（Ａ１）において、Ｒ1は水素原子、ハロゲン原子、又は、炭素数１～４のアル
キル基を表し、Ｘ1は、単結合、エーテル結合（－Ｏ－）、エステル結合（－Ｃ（Ｏ）Ｏ
－又は－ＯＣ（Ｏ）－）、アミド結合（－Ｃ（Ｏ）ＮＨ－、又は、－ＮＨＣ（Ｏ）－）、
カルボニル結合（－Ｃ（Ｏ）－）、分岐を有していてもよい炭素数２０以下のアルキレン
基、又はこれらを組み合わせた第２の二価の連結基が結合してもよく、第１の二価の連結
基のみ又は第２の二価の連結基を有する場合はエーテル結合、エステル結合及び炭素数２
０以下のアルキレン基を有するものが好ましい。
　Ｒ2は単環芳香族基及び多環芳香族基を含む芳香族基又は脂環式炭化水素基であり、前
記芳香族基及び脂環式炭化水素基は、ハロゲン原子、ヒドロキシル基、アミノ基、シロキ
サン基、炭素数３０以下の置換基を有していてもよく、前記芳香族基又は脂環炭化水素基
の環状構造には、Ｏ、Ｎ、Ｓ等のヘテロ原子を含んでいてもよい。
【００９１】
　上記式（Ａ１）において、Ｒ1は水素原子又は炭素数１～４のアルキル基であることが
好ましく、より好ましくは水素原子又はメチル基であり、特に好ましくは水素原子である
。
　また、Ｘ1はエステル結合（－Ｃ（Ｏ）Ｏ－）を有するものであることが好ましい。
　すなわち、本発明において、脂肪族環状構造を有する単官能ラジカル重合性モノマー及
び芳香族単官能ラジカル重合性モノマーは、アクリレート（アクリル酸エステル）又はメ



(26) JP 2010-18703 A 2010.1.28

10

20

30

40

50

タクリレート（メタクリル酸エステル）であることが好ましい。
【００９２】
〔芳香族単官能ラジカル重合性モノマー〕
　芳香族単官能ラジカル重合性モノマーは、以下の式（Ａ５）で表される重合性モノマー
であることが好ましい。
【００９３】
【化１８】

（式（Ａ５）中、Ｒ1は水素原子、ハロゲン原子、又は、炭素数１～４のアルキル基を表
し、Ｘ1は二価の連結基を表し、Ｒ6は置換基を表し、ｕは０～５の整数を表し、また、ｕ
個存在するＲ5はそれぞれ同じであっても、異なっていてもよく、複数のＲ5がお互いに結
合して環を形成してもよく、その環は芳香環であってもよい。）
【００９４】
　式（Ａ５）中、Ｒ1として好ましくは、水素原子又は炭素数１～４のアルキル基であり
、より好ましくは水素原子又はメチル基であり、さらに好ましくは水素原子である。
　Ｘ1は式（Ａ２）におけるＸ1と同義であり、その好ましい範囲も同じである。
　ｕ個存在するＲ5は、それぞれ独立に一価又は多価の置換基であってもよく、一価の置
換基として水素原子、ヒドロキシル基、置換若しくは無置換のアミノ基、チオール基、シ
ロキサン基、又は、さらに置換基を有していてもよい総炭素数３０以下の炭化水素基若し
くは複素環基であることが好ましい。
【００９５】
　式（Ａ５）中、複数のＲ5は、お互いに結合して環を形成している場合には、芳香環を
形成していることが好ましい。
　すなわち、式（Ａ５）中、芳香族基として好ましいものは、単環芳香族であるベンゼン
から１つ以上の水素を除いた基（フェニル基、フェニレン基等）のほか、２～４つの環を
有する多環芳香族基であり、限定されるものではない。具体的には、ナフタレン、アント
ラセン、１Ｈ－インデン、９Ｈ－フルオレン、１Ｈ－フェナレン、フェナントレン、トリ
フェニレン、ピレン、ナフタセン、テトラフェニレン、ビフェニレン、ａｓ－インダセン
、ｓ－インダセン、アセナフチレン、フルオランテン、アセフェナントリレン、アセアン
トリレン、クリセン、プレイアンデン等から１つ以上の水素原子を除いた基が例示できる
。
【００９６】
　これらの芳香族基は、Ｏ、Ｎ、Ｓ等のヘテロ原子を含む芳香族複素環基であってもよい
。具体的には、フラン、チオフェン、１Ｈ－ピロール、２Ｈ－ピロール、１Ｈ－ピラゾー
ル、１Ｈ－イミダゾール、イソオキサゾール、イソチアゾール、２Ｈ－ピラン、２Ｈ－チ
オピラン、ピリジン、ピリダジン、ピリミジン、ピラジン、１，２，３－トリアゾール、
１，２，４－トリアゾール等の単環芳香族複素環化合物から、少なくとも１つの水素原子
を除いた基が挙げられる。
【００９７】
　また、チアントレン、イソベンゾフラン、イソクロメン、４Ｈ－クロメン、キサンテン
、フェノキサチイン、インドリジン、イソインドール、インドール、インダゾール、プリ
ン、４Ｈ－キノリジン、イソキノリン、キノリン、フタラジン、ナフチリジン、キノキサ
リン、キナゾリン、シンノリン、プテリジン、カルバゾール、β－カルボリン、フェナン
トリジン、アクリジン、ペリミジン、フェナントロリン、フェナジン、フェノチアジン、
フェノキサジン、ピロリジン等の多環芳香族複素環化合物から、少なくとも１つの水素原
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【００９８】
　上記の芳香族基は、ハロゲン原子、ヒドロキシル基、アミノ基、チオール基、シロキサ
ン基、炭素数３０以下の置換基を１又は２以上有していてもよい。例えば無水フタル酸や
無水フタルイミドのように芳香族基が有する２以上の置換基でＯ、Ｎ、Ｓ等のヘテロ原子
を含む環状構造を形成してもよい。
【００９９】
　本発明において、多環芳香族基としてさらに好ましいものは、２～３つの環を有する多
環芳香族基であり、特に好ましいものは、ナフチル基である。
【０１００】
　芳香族ラジカル重合性モノマーの具体例として［Ｌ－１］～［Ｌ－７１］が好ましく挙
げられるが、下記に限定されたものではない。これらの中でも、芳香族単官能ラジカル重
合性モノマーが好ましい。
【０１０１】

【化１９】

【０１０２】
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【化２０】

【０１０３】
【化２１】

【０１０４】
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【０１０５】
【化２３】

【０１０６】
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【化２４】

【０１０７】
【化２５】
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【０１０８】
〔脂肪族環状構造を有する単官能ラジカル重合性モノマー〕
　式（Ａ１）のＲ2は脂環式炭化水素基でもよい。また、Ｏ、Ｎ、Ｓなどのヘテロ原子を
含む脂環式炭化水素基を有する基でもよい。
　脂環式炭化水素基は、炭素数３～１２のシクロアルカン類を有する基でもよい。
　上記Ｏ、Ｎ、Ｓなどのヘテロ原子を含む脂環式炭化水素基は、具体的には、ピロリジン
、ピラゾリジン、イミダゾリジン、イソオキサゾリジン、イソチアゾリジン、ピペリジン
、ピペラジン、モルフォリン、チオモルフォリン、ジアゾール、トリアゾール、テトラゾ
ールから１つ以上の水素を除いた基が例示できる。
　これらの脂環式炭化水素基及びヘテロ環を有する脂環式炭化水素基は、置換基を有して
いてもよく、該置換基としては、ハロゲン原子、ヒドロキシル基、アミノ基、チオール基
、シロキサン基、さらに置換基を有していてもよい総炭素数３０以下の炭化水素基若しく
はＯ、Ｎ、Ｓ等のヘテロ原子を含む複素環基、又は、二価の置換基としてオキシ基（＝Ｏ
）であることが好ましい。
　なお、脂肪族環状構造を有するラジカル重合性モノマーは、脂肪族環状構造の他にラジ
カル重合性基を有しており、脂肪族環状構造内に有するエチレン性不飽和結合は、重合性
のあるエチレン性不飽和結合に該当しない。
【０１０９】
　脂肪族環状構造を有する単官能ラジカル重合性モノマーは、下記式（Ａ２）で表される
脂環骨格を有する化合物を用いてもよい。
【０１１０】

【化２６】

【０１１１】
　式（Ａ２）中、Ｒ1は水素原子、ハロゲン原子、又は、炭素数１～４のアルキル基を表
し、Ｘ1は二価の連結基を表し、エーテル基（－Ｏ－）、エステル基（－Ｃ（Ｏ）Ｏ－若
しくは－ＯＣ（Ｏ）－）、アミド基（－Ｃ（Ｏ）ＮＲ’－）、カルボニル基（－Ｃ（Ｏ）
－）、窒素原子（－ＮＲ’－）、置換基を有していてもよい炭素数１～１５のアルキレン
基、又は、これらを２以上組み合わせた二価の基であることが好ましい。なお、Ｒ’は水
素原子、炭素数１～２０の直鎖状、分岐状若しくは環状アルキル基、又は、炭素数６～２
０のアリール基を表す。Ｒ2は置換基を表し、ｒは０～５の整数を表し、ｑは環状炭化水
素構造を表し、前記環状炭化水素構造として炭化水素結合以外にカルボニル結合（－Ｃ（
Ｏ）－）及び／又はエステル結合（－Ｃ（Ｏ）Ｏ－）を含んでいてもよく、ｒ個存在する
Ｒ2はそれぞれ同じであっても、異なっていてもよく、また、ノルボルネン骨格中の一炭
素原子をエーテル結合（－Ｏ－）及び／又はエステル結合（－Ｃ（Ｏ）Ｏ－）で置換して
もよい。
　式（Ａ２）中、Ｒ1は水素原子又は炭素数１～４のアルキル基であることが好ましく、
より好ましくは水素原子又はメチル基である。
【０１１２】
　式（Ａ２）におけるＸ1のビニル基と結合する端部は、Ｘ1のカルボニル炭素とビニル基
とが結合するエステル基又はアミド基であることが好ましく、より好ましくはエステル結
合である。特に、Ｈ2Ｃ＝Ｃ（Ｒ1）－Ｃ（Ｏ）Ｏ－の構造を有するものであることが好ま
しい。その場合、ノルボルネン骨格と結合するＸ1の他の部分は、単結合であっても、前
記の基から任意に選択したものであってもよい。
　Ｒ1及びＸ1を含むビニル部分（Ｈ2Ｃ＝Ｃ（Ｒ1）－Ｘ1－）は、脂環式炭化水素構造上
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２）におけるノルボルネン構造上及びｑを含む環状炭化水素構造上を指す。
　また、着色剤との親和性を向上させるという観点から、式（Ａ２）におけるＸ1の脂環
式炭化水素構造と結合する端部は、酸素原子であることが好ましく、エーテル性酸素原子
であることがより好ましく、式（Ａ２）におけるＸ1は－Ｃ（Ｏ）Ｏ（ＣＨ2ＣＨ2Ｏ）p－
（ｐは１又は２を表す。）であることがさらに好ましい。
【０１１３】
　式（Ａ２）におけるＲ2はそれぞれ独立に置換基を表し、脂環式炭化水素構造上の任意
の位置で結合することができる。また、ｒ個存在するＲ2はそれぞれ同じであっても、異
なっていてもよい。
　ｒ個存在するＲ2は、それぞれ独立に一価又は多価の置換基であってもよく、一価の置
換基として水素原子、ヒドロキシル基、置換若しくは無置換のアミノ基、チオール基、シ
ロキサン基、さらに置換基を有していてもよい総炭素数３０以下の炭化水素基若しくは複
素環基、又は、二価の置換基としてオキシ基（＝Ｏ）であることが好ましい。
　Ｒ2の置換数ｒは０～５の整数を表す。
【０１１４】
　式（Ａ２）におけるｑは、環状炭化水素構造を表し、その両端はノルボルネン骨格の任
意の位置で置換していてもよく、単環構造であっても、多環構造であってもよく、また、
前記環状炭化水素構造として炭化水素結合以外に、カルボニル結合（－Ｃ（Ｏ）－）及び
／又はエステル結合（－Ｃ（Ｏ）Ｏ－）を含んでいてもよい。
【０１１５】
　前記式（Ａ２）で表されるモノマーとしては、式（Ａ３）又は式（Ａ４）で表されるモ
ノマーであることが好ましい。なお、式（Ａ４）中の環状炭化水素構造中の不飽和結合は
、ラジカル重合性が低く、本発明において、式（Ａ４）で表される化合物は単官能ラジカ
ル重合性モノマーである。
【０１１６】
【化２７】

【０１１７】
　式（Ａ３）及び式（Ａ４）中、Ｒ1は水素原子、ハロゲン原子、又は、炭素数１～４の
アルキル基を表し、Ｘ1は二価の連結基を表し、Ｒ3及びＲ4はそれぞれ独立に置換基を表
し、ｓ及びｔはそれぞれ独立に０～５の整数を表し、また、ｓ個存在するＲ3及びｔ個存
在するＲ4はそれぞれ同じであっても、異なっていてもよい。
【０１１８】
　式（Ａ３）又は式（Ａ４）におけるＲ1及びＸ1は、式（Ａ２）におけるＲ1及びＸ1と同
義であり、好ましい範囲も同様である。
　式（Ａ３）又は式（Ａ４）におけるＲ1及びＸ1を含むビニル部分は、式（Ａ３）又は式
（Ａ４）における下記に示す各脂環式炭化水素構造上の任意の位置で結合することができ
る。
【０１１９】
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【化２８】

【０１２０】
　式（Ａ３）又は式（Ａ４）におけるＲ3及びＲ4はそれぞれ独立に置換基を表し、式（Ａ
３）、又は式（Ａ４）における上記各脂環式炭化水素構造上の任意の位置で結合すること
ができる。Ｒ3及びＲ4における置換基は、式（Ａ２）のＲ2における置換基と同義であり
、好ましい範囲も同様である。
　式（Ａ３）又は式（Ａ４）におけるｓ及びｔはそれぞれ独立に０～５の整数を表し、ま
た、ｓ個存在するＲ3及びｔ個存在するＲ4はそれぞれ同じであっても、異なっていてもよ
い。
【０１２１】
　式（Ａ２）で表されるモノマーとして、単官能アクリレートの好ましい具体例を以下に
示す。
【０１２２】

【化２９】

【０１２３】
　式（Ａ２）で表されるモノマーとして、単官能メタクリレートの好ましい具体例を以下
に示す。
【０１２４】
【化３０】
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【０１２５】
　式（Ａ２）で表されるモノマーとして、単官能アクリルアミドの好ましい具体例を以下
に示す。
【０１２６】
【化３１】

【０１２７】
（カチオン重合性化合物）
　本発明に用いることができるカチオン重合性化合物としては、後述するカチオン重合開
始剤から発生するカチオン重合開始種により重合反応を開始し、硬化する化合物であれば
特に制限はなく、カチオン重合性モノマーとして知られる各種公知のカチオン重合性のモ
ノマーを使用することができる。カチオン重合性モノマーとしては、例えば、特開平６－
９７１４号、特開２００１－３１８９２号、同２００１－４００６８号、同２００１－５
５５０７号、同２００１－３１０９３８号、同２００１－３１０９３７号、同２００１－
２２０５２６号などの各公報に記載されているエポキシ化合物、ビニルエーテル化合物、
オキセタン化合物などが好ましく挙げられる。また、カチオン重合性化合物としては、例
えば、カチオン重合系の光硬化性樹脂が知られており、最近では４００ｎｍ以上の可視光
波長域に増感された光カチオン重合系の光硬化性樹脂も、例えば特開平６－４３６３３号
、特開平８－３２４１３７号の各公報等に公開されている。
【０１２８】
（Ｄ）重合開始剤
　本発明のインク組成物は、（Ｄ）重合開始剤を含有する。
　本発明で用いることができる重合開始剤としては、公知の重合開始剤を使用することが
できる。本発明に用いることができる重合開始剤は、単独で使用してもよく、２種以上を
併用してもよい。また、ラジカル重合開始剤とカチオン重合開始剤とを併用してもよい。
　本発明に用いることのできる重合開始剤は、外部エネルギーを吸収して重合開始種を生
成する化合物である。重合を開始するために使用される外部エネルギーは、熱及び活性放
射線に大別され、それぞれ、熱重合開始剤及び光重合開始剤が使用される。活性放射線と
しては、γ線、β線、電子線、紫外線、可視光線、赤外線が例示できる。
　本発明で用いることができる重合開始剤としては、ラジカル重合開始剤であることが好
ましい。
【０１２９】
（ラジカル重合開始剤）
　本発明に用いることができるラジカル重合開始剤としては（ａ）芳香族ケトン類、（ｂ
）アシルホスフィン化合物、（ｃ）芳香族オニウム塩化合物、（ｄ）有機過酸化物、（ｅ
）チオ化合物、（ｆ）ヘキサアリールビイミダゾール化合物、（ｇ）ケトオキシムエステ
ル化合物、（ｈ）ボレート化合物、（ｉ）アジニウム化合物、（ｊ）メタロセン化合物、
（ｋ）活性エステル化合物、（ｌ）炭素ハロゲン結合を有する化合物及び（ｍ）アルキル
アミン化合物等が挙げられる。これらのラジカル重合開始剤は、上記（ａ）～（ｍ）の化
合物を単独若しくは組み合わせて使用してもよい。本発明におけるラジカル重合開始剤は
単独もしくは２種以上の併用によって好適に用いられる。
【０１３０】
　（ａ）芳香族ケトン類、及び、（ｅ）チオ化合物の好ましい例としては、「ＲＡＤＩＡ
ＴＩＯＮ　ＣＵＲＩＮＧ　ＩＮ　ＰＯＬＹＭＥＲ　ＳＣＩＥＮＣＥ　ＡＮＤ　ＴＥＣＨＮ
ＯＬＯＧＹ」Ｊ．　Ｐ．　ＦＯＵＡＳＳＩＥＲ　Ｊ．Ｆ．ＲＡＢＥＫ（１９９３）、ｐｐ
．７７～１１７記載のベンゾフェノン骨格又はチオキサントン骨格を有する化合物等が挙
げられる。また、（ａ）芳香族ケトン類、（ｂ）アシルホスフィン化合物、及び、（ｅ）
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フェノン化合物、特公昭４７－３９８１号公報記載のベンゾインエーテル化合物、特公昭
４７－２２３２６号公報記載のα－置換ベンゾイン化合物、特公昭４７－２３６６４号公
報記載のベンゾイン誘導体、特開昭５７－３０７０４号公報記載のアロイルホスホン酸エ
ステル、特公昭６０－２６４８３号公報記載のジアルコキシベンゾフェノン、特公昭６０
－２６４０３号公報、特開昭６２－８１３４５号公報記載のベンゾインエーテル類、特公
平１－３４２４２号公報、米国特許第４，３１８，７９１号、ヨーロッパ特許０２８４５
６１Ａ１号記載のα－アミノベンゾフェノン類、特開平２－２１１４５２号公報記載のｐ
－ジ（ジメチルアミノベンゾイル）ベンゼン、特開昭６１－１９４０６２号公報記載のチ
オ置換芳香族ケトン、特公平２－９５９７号公報記載のアシルホスフィンスルフィド、特
公平２－９５９６号公報記載のアシルホスフィン、特公昭６３－６１９５０号公報記載の
チオキサントン類、特公昭５９－４２８６４号公報記載のクマリン類等を挙げることがで
きる。
【０１３１】
　ベンゾフェノン化合物としては、ベンゾフェノン、４－フェニルベンゾフェノン、イソ
フタロフェノン、４－ベンゾイル－４’－メチルフェニルスルフィド等が例示できる。ま
た、チオキサントン化合物としては、２，４－ジエチルチオキサントン、２－イソプロピ
ルチオキサントン、２－クロロチオキサントン等が例示できる。
【０１３２】
　また、（ａ）芳香族ケトンとしては、α－ヒドロキシケトンが好ましく、例えば、１－
［４－（２－ヒドロキシエトキシ）フェニル］－２－ヒドロキシ－２－メチル－１－プロ
パン－１－オン、２－ヒドロキシ－２－メチル－１－フェニルプロパン－１－オン、１－
ヒドロキシシクロヘキシルフェニルケトン等が挙げられる。
　これらの中でも、（ａ）芳香族ケトンとしては、１－ヒドロキシシクロヘキシルフェニ
ルケトン化合物が特に好ましい。なお、本発明において、１－ヒドロキシシクロヘキシル
フェニルケトン化合物とは、１－ヒドロキシシクロヘキシルフェニルケトン及び１－ヒド
ロキシシクロヘキシルフェニルケトンが任意の置換基で置換された化合物を意味するもの
である。置換基としては、ラジカル重合開始剤としての能力を発揮しうる範囲で任意に選
択することができ、具体的にはアルキル基（例えば、メチル基、エチル基、プロピル基、
ブチル基等）が例示できる。
【０１３３】
　また、（ｂ）アシルホスフィン化合物としては、アシルホスフィンオキサイド化合物が
好ましい。
　アシルホスフィンオキサイド化合物としては、化合物の構造中に式（７）又は式（８）
の構造式を有するものが例示できる。
【０１３４】
【化３２】

【０１３５】
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【化３３】

【０１３６】
　特に、アシルホスフィンオキサイド化合物としては、式（９）又は式（１０）の化学構
造を有するものが特に好ましい。
【０１３７】
【化３４】

（式中、Ｒ6、Ｒ7、Ｒ8はメチル基又はエチル基を置換基として有していてもよい芳香族
炭化水素基を表す。）
【０１３８】

【化３５】

（式中、Ｒ9、Ｒ10、Ｒ11はメチル基又はエチル基を置換基として有していてもよい芳香
族炭化水素基を表す。）
【０１３９】
　アシルホスフィンオキサイド化合物としては、モノアシルホスフィンオキサイド化合物
及びビスアシルホスフィンオキサイド化合物等を使用することができ、モノアシルホスフ
ィンオキサイド化合物としては、公知のモノアシルホスフィンオキサイド化合物を使用す
ることができる。例えば特公昭６０－８０４７号公報、特公昭６３－４０７９９号公報に
記載のモノアシルホスフィンオキサイド化合物が挙げられる。具体例としては、イソブチ
リルメチルホスフィン酸メチルエステル、イソブチリルフェニルホスフィン酸メチルエス
テル、ピバロイルフェニルホスフィン酸メチルエステル、２－エチルヘキサノイルフェニ
ルホスフィン酸メチルエステル、ピバロイルフェニルホスフィン酸イソプロピルエステル
、ｐ－トルイルフェニルホスフィン酸メチルエステル、ｏ－トルイルフェニルホスフィン
酸メチルエステル、２，４－ジメチルベンゾイルフェニルホスフィン酸メチルエステル、
ｐ－ｔ－ブチルベンゾイルフェニルホスフィン酸イソプロピルエステル、アクリロイルフ
ェニルホスフィン酸メチルエステル、イソブチリルジフェニルホスフィンオキサイド、２
－エチルヘキサノイルジフェニルホスフィンオキサイド、ｏ－トルイルジフェニルホスフ
ィンオキサイド、ｐ－ｔ－ブチルベンゾイルジフェニルホスフィンオキサイド、３－ピリ
ジルカルボニルジフェニルホスフィンオキサイド、アクリロイル－ジフェニルホスフィン
オキサイド、ベンゾイルジフェニルホスフィンオキサイド、ピバロイルフェニルホスフィ
ン酸ビニルエステル、アジポイルビスジフェニルホスフィンオキサイド、ピバロイルジフ
ェニルホスフィンオキサイド、ｐ－トルイルジフェニルホスフィンオキサイド、４－（ｔ
－ブチル）ベンゾイルジフェニルホスフィンオキサイド、テレフタロイルビスジフェニル
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ホスフィンオキサイド、２－メチルベンゾイルジフェニルホスフィンオキサイド、バーサ
トイルジフェニルホスフィンオキサイド、２－メチル－２－エチルヘキサノイルジフェニ
ルホスフィンオキサイド、１－メチルシクロヘキサノイルジフェニルホスフィンオキサイ
ド、ピバロイルフェニルホスフィン酸メチルエステル及びピバロイルフェニルホスフィン
酸イソプロピルエステル等が挙げられる。
【０１４０】
　ビスアシルホスフィンオキサイド化合物としては公知のビスアシルホスフィンオキサイ
ド化合物が使用できる。例えば特開平３－１０１６８６号公報、特開平５－３４５７９０
号公報、特開平６－２９８８１８号公報に記載のビスアシルホスフィンオキサイド化合物
が挙げられる。具体例としては、ビス（２，６－ジクロロベンゾイル）フェニルホスフィ
ンオキサイド、ビス（２，６－ジクロロベンゾイル）－２，５－ジメチルフェニルホスフ
ィンオキサイド、ビス（２，６－ジクロロベンゾイル）－４－エトキシフェニルホスフィ
ンオキサイド、ビス（２，６－ジクロロベンゾイル）－４－プロピルフェニルホスフィン
オキサイド、ビス（２，６－ジクロロベンゾイル）－２－ナフチルホスフィンオキサイド
、ビス（２，６－ジクロロベンゾイル）－１－ナフチルホスフィンオキサイド、ビス（２
，６－ジクロロベンゾイル）－４－クロロフェニルホスフィンオキサイド、ビス（２，６
－ジクロロベンゾイル）－２，４－ジメトキシフェニルホスフィンオキサイド、ビス（２
，６－ジクロロベンゾイル）デシルホスフィンオキサイド、ビス（２，６－ジクロロベン
ゾイル）－４－オクチルフェニルホスフィンオキサイド、ビス（２，４，６－トリメチル
ベンゾイル）フェニルホスフィンオキサイド、ビス（２，４，６－トリメチルベンゾイル
）－２，５－ジメチルフェニルホスフィンオキサイド、ビス（２，６－ジクロロ３，４，
５－トリメトキシベンゾイル）－２，５－ジメチルフェニルホスフィンオキサイド、ビス
（２，６－ジクロロ－３，４，５－トリメトキシベンゾイル）－４－エトキシフェニルホ
スフィンオキサイド、ビス（２－メチル－１－ナフトイル）－２，５－ジメチルフェニル
ホスフィンオキサイド、ビス（２－メチル－１－ナフトイル）－４－エトキシフェニルホ
スフィンオキサイド、ビス（２－メチル－１－ナフトイル）－２－ナフチルホスフィンオ
キサイド、ビス（２－メチル－１－ナフトイル）－４－プロピルフェニルホスフィンオキ
サイド、ビス（２－メチル－１－ナフトイル）－２，５－ジメチルフェニルホスフィンオ
キサイド、ビス（２－メトキシ－１－ナフトイル）－４－工トキシフェニルホスフィンオ
キサイド、ビス（２－クロロ－１－ナフトイル）－２，５－ジメチルフェニルホスフィン
オキサイド、ビス（２，６－ジメトキシベンゾイル）－２，４，４－トリメチルペンチル
ホスフィンオキサイド等が挙げられる。
【０１４１】
　これらの中でも、本発明において、アシルホスフィンオキサイド化合物としては、ビス
（２，４，６－トリメチルベンゾイル）フェニルホスフィンオキサイド（Ｉｒｇａｃｕｒ
ｅ　８１９：チバスペシャルティーケミカルズ社製）、ビス（２，６－ジメトキシベンゾ
イル）－２，４，４－トリメチルペンチルフェニルホスフィンオキサイド、２，４，６－
トリメチルベンゾイルジフェニルホスフィンオキサイド（Ｄａｒｏｃｕｒ　ＴＰＯ：チバ
スペシャルティーケミカルズ社製、Ｌｕｃｉｒｉｎ　ＴＰＯ：ＢＡＳＦ社製）などが好ま
しい。
【０１４２】
　（ｃ）芳香族オニウム塩化合物としては、周期律表の１５、１６及び１７族の元素、具
体的にはＮ、Ｐ、Ａｓ、Ｓｂ、Ｂｉ、Ｏ、Ｓ、Ｓｅ、Ｔｅ、又はＩの芳香族オニウム塩が
含まれる。例えば、欧州特許１０４１４３号明細書、米国特許４８３７１２４号明細書、
特開平２－１５０８４８号公報、特開平２－９６５１４号公報に記載されるヨードニウム
塩類、欧州特許３７０６９３号、同２３３５６７号、同２９７４４３号、同２９７４４２
号、同２７９２１０号、及び同４２２５７０号の各明細書、米国特許３９０２１４４号、
同４９３３３７７号、同４７６００１３号、同４７３４４４４号、及び同２８３３８２７
号の各明細書に記載されるジアゾニウム塩類（置換基を有してもよいベンゼンジアゾニウ
ム等）、ジアゾニウム塩樹脂類（ジアゾジフェニルアミンのホルムアルデヒド樹脂等）、
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Ｎ－アルコキシピリジニウム塩類等（例えば、米国特許４，７４３，５２８号明細書、特
開昭６３－１３８３４５号、特開昭６３－１４２３４５号、特開昭６３－１４２３４６号
、及び特公昭４６－４２３６３号の各公報等に記載されるもので、具体的には１－メトキ
シ－４－フェニルピリジニウム テトラフルオロボレート等）、さらには特公昭５２－１
４７２７７号、同５２－１４２７８号、及び同５２－１４２７９号の各公報記載の化合物
が好適に使用される。活性種としてラジカルや酸を生成する。
【０１４３】
　（ｄ）有機過酸化物としては、分子中に酸素－酸素結合を１個以上有する有機化合物の
ほとんど全てが含まれるが、その例としては、３，３’，４，４’－テトラ（ｔ－ブチル
パーオキシカルボニル）ベンゾフェノン、３，３’，４，４’－テトラ（ｔ－アミルパー
オキシカルボニル）ベンゾフェノン、３，３’，４，４’－テトラ（ｔ－ヘキシルパーオ
キシカルボニル）ベンゾフェノン、３，３’，４，４’－テトラ（ｔ－オクチルパーオキ
シカルボニル）ベンゾフェノン、３，３’，４，４’－テトラ（クミルパーオキシカルボ
ニル）ベンゾフェノン、３，３’，４，４’－テトラ（ｐ－イソプロピルクミルパーオキ
シカルボニル）ベンゾフェノン、ジ－ｔ－ブチルジパーオキシイソフタレートなどの過酸
化エステル系の化合物が好ましい。
【０１４４】
　（ｆ）ヘキサアリールビイミダゾール化合物としては、特公昭４５－３７３７７号公報
、特公昭４４－８６５１６号公報記載のロフィンダイマー類、例えば２，２’－ビス（ｏ
－クロロフェニル）－４，４’，５，５’－テトラフェニルビイミダゾール、２，２’－
ビス（ｏ－ブロモフェニル）－４，４’，５，５’－テトラフェニルビイミダゾール、２
，２’－ビス（ｏ，ｐ－ジクロロフェニル）－４，４’，５，５’－テトラフェニルビイ
ミダゾール、２，２’－ビス（ｏ－クロロフェニル）－４，４’，５，５’－テトラ（ｍ
－メトキシフェニル）ビイミダゾール、２，２’－ビス（ｏ，ｏ’－ジクロロフェニル）
－４，４’，５，５’－テトラフェニルビイミダゾール、２，２’－ビス（ｏ－ニトロフ
ェニル）－４，４’，５，５’－テトラフェニルビイミダゾール、２，２’－ビス（ｏ－
メチルフェニル）－４，４’，５，５’－テトラフェニルビイミダゾール、２，２’－ビ
ス（ｏ－トリフルオロフェニル）－４，４’，５，５’－テトラフェニルビイミダゾール
等が挙げられる。
【０１４５】
　（ｇ）ケトオキシムエステル化合物としては、３－ベンゾイロキシイミノブタン－２－
オン、３－アセトキシイミノブタン－２－オン、３－プロピオニルオキシイミノブタン－
２－オン、２－アセトキシイミノペンタン－３－オン、２－アセトキシイミノ－１－フェ
ニルプロパン－１－オン、２－ベンゾイロキシイミノ－１－フェニルプロパン－１－オン
、３－ｐ－トルエンスルホニルオキシイミノブタン－２－オン、２－エトキシカルボニル
オキシイミノ－１－フェニルプロパン－１－オン等が挙げられる。
【０１４６】
　（ｈ）ボレート化合物の例としては、米国特許３，５６７，４５３号、同４，３４３，
８９１号、ヨーロッパ特許１０９，７７２号、同１０９，７７３号の各明細書に記載され
ている化合物が挙げられる。
【０１４７】
　（ｉ）アジニウム塩化合物の例としては、特開昭６３－１３８３４５号、特開昭６３－
１４２３４５号、特開昭６３－１４２３４６号、特開昭６３－１４３５３７号、及び特公
昭４６－４２３６３号の各公報記載のＮ－Ｏ結合を有する化合物群を挙げることができる
。
【０１４８】
　（ｊ）メタロセン化合物の例としては、特開昭５９－１５２３９６号、特開昭６１－１
５１１９７号、特開昭６３－４１４８４号、特開平２－２４９号、特開平２－４７０５号
記載のチタノセン化合物ならびに、特開平１－３０４４５３号、特開平１－１５２１０９
号の各公報記載の鉄－アレーン錯体を挙げることができる。



(39) JP 2010-18703 A 2010.1.28

10

20

30

40

50

【０１４９】
　上記チタノセン化合物の具体例としては、ジ－シクロペンタジエニル－Ｔｉ－ジ－クロ
ライド、ジ－シクロペンタジエニル－Ｔｉ－ビス－フェニル、ジ－シクロペンタジエニル
－Ｔｉ－ビス－２，３，４，５，６－ペンタフルオロフェニ－１－イル、ジ－シクロペン
タジエニル－Ｔｉ－ビス－２，３，５，６－テトラフルオロフェニ－１－イル、ジ－シク
ロペンタジエニル－Ｔｉ－ビス－２，４，６－トリフルオロフェニ－１－イル、ジ－シク
ロペンタジエニル－Ｔｉ－２，６－ジフルオロフェニ－１－イル、ジ－シクロペンタジエ
ニル－Ｔｉ－ビス－２，４－ジフルオロフェニ－１－イル、ジ－メチルシクロペンタジエ
ニル－Ｔｉ－ビス－２，３，４，５，６－ペンタフルオロフェニ－１－イル、ジ－メチル
シクロペンタジエニル－Ｔｉ－ビス－２，３，５，６－テトラフルオロフェニ－１－イル
、ジ－メチルシクロペンタジエニル－Ｔｉ－ビス－２，４－ジフルオロフェニ－１－イル
、ビス（シクロペンタジエニル）－ビス（２，６－ジフルオロ－３－（ピリ－１－イル）
フェニル）チタニウム、ビス（シクロペンタジエニル）ビス［２，６－ジフルオロ－３－
（メチルスルホンアミド）フェニル］チタン、ビス（シクロペンタジエニル）ビス［２，
６－ジフルオロ－３－（Ｎ－ブチルビアロイルアミノ）フェニル］チタン等を挙げること
ができる。
【０１５０】
　（ｋ）活性エステル化合物の例としては、欧州特許第０２９０７５０号、同０４６０８
３号、同１５６１５３号、同２７１８５１号及び同０３８８３４３号の各明細書、米国特
許３９０１７１０号及び同４１８１５３１号の各明細書、特開昭６０－１９８５３８号及
び特開昭５３－１３３０２２号の各公報に記載されるニトロベンズルエステル化合物、欧
州特許第０１９９６７２号、同８４５１５号、同１９９６７２号、同０４４１１５号及び
同０１０１１２２号の各明細書、米国特許第４６１８５６４号、同４３７１６０５号及び
同４４３１７７４号の各明細書、特開昭６４－１８１４３号、特開平２－２４５７５６号
及び特開平４－３６５０４８号の各公報記載のイミノスルホネート化合物、特公昭６２－
６２２３号、特公昭６３－１４３４０号及び特開昭５９－１７４８３１号の各公報に記載
される化合物等が挙げられる。
【０１５１】
　（ｌ）炭素ハロゲン結合を有する化合物の好ましい例としては、例えば、若林ら著、Bu
ll. Chem. Soc. Japan，４２，２９２４（１９６９）記載の化合物、英国特許第１３８８
４９２号明細書記載の化合物、特開昭５３－１３３４２８号公報記載の化合物、独国特許
第３３３７０２４号明細書記載の化合物等を挙げることができる。
【０１５２】
　また、F. C. Schaefer等によるJ. Org. Chem.，２９，１５２７（１９６４）記載の化
合物、特開昭６２－５８２４１号公報記載の化合物、特開平５－２８１７２８号公報記載
の化合物等を挙げることができる。ドイツ特許第２６４１１００号に記載されているよう
な化合物、ドイツ特許第３３３３４５０号に記載されている化合物、ドイツ特許第３０２
１５９０号に記載の化合物群、及び、ドイツ特許第３０２１５９９号に記載の化合物群等
を挙げることができる。
【０１５３】
（カチオン重合開始剤）
　本発明においてカチオン重合性化合物を用いる場合、カチオン重合開始剤を用いること
が好ましい。本発明に用いることができるカチオン重合開始剤（光酸発生剤）としては、
例えば、化学増幅型フォトレジストや光カチオン重合に利用される化合物が用いられる（
有機エレクトロニクス材料研究会編、「イメージング用有機材料」、ぶんしん出版（１９
９３年）、１８７～１９２ページ参照）。本発明に好適なカチオン重合開始剤の例を以下
に挙げる。
【０１５４】
　第１に、ジアゾニウム、アンモニウム、ヨードニウム、スルホニウム、ホスホニウムな
どの芳香族オニウム化合物のＢ（Ｃ6Ｆ5）4

-、ＰＦ6
-、ＡｓＦ6

-、ＳｂＦ6
-、ＣＦ3ＳＯ3
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-塩を挙げることができる。第２に、スルホン酸を発生するスルホン化物を挙げることが
できる。第３に、ハロゲン化水素を光発生するハロゲン化物も用いることができる。第４
に、鉄アレーン錯体を挙げることができる。
【０１５５】
　本発明のインク組成物における（Ｄ）重合開始剤の含有量は、重合性化合物の総含有量
に対して、０．０１～３５重量％であることが好ましく、０．５～２０重量％であること
がより好ましく、１．０～１５重量％であることがさらに好ましい。０．０１重量％以上
であると、組成物を十分硬化させることができ、３５重量％以下であると、硬化度が均一
な硬化膜を得ることができる。
【０１５６】
（Ｅ）分散剤
　本発明のインク組成物は、（Ｅ）分散剤を含有することが好ましく、着色剤として顔料
を使用する場合において、顔料をインク組成物中に安定に分散させるため、（Ｅ）分散剤
を含有することが特に好ましい。
　本発明に用いることができる分散剤としては、高分子分散剤が好ましい。なお、本発明
における「高分子分散剤」とは、重量平均分子量が１，０００以上の分散剤を意味する。
【０１５７】
　高分子分散剤としては、ＤｉｓｐｅｒＢＹＫ－１０１、ＤｉｓｐｅｒＢＹＫ－１０２、
ＤｉｓｐｅｒＢＹＫ－１０３、ＤｉｓｐｅｒＢＹＫ－１０６、ＤｉｓｐｅｒＢＹＫ－１１
１、ＤｉｓｐｅｒＢＹＫ－１６１、ＤｉｓｐｅｒＢＹＫ－１６２、ＤｉｓｐｅｒＢＹＫ－
１６３、ＤｉｓｐｅｒＢＹＫ－１６４、ＤｉｓｐｅｒＢＹＫ－１６６、ＤｉｓｐｅｒＢＹ
Ｋ－１６７、ＤｉｓｐｅｒＢＹＫ－１６８、ＤｉｓｐｅｒＢＹＫ－１７０、Ｄｉｓｐｅｒ
ＢＹＫ－１７１、ＤｉｓｐｅｒＢＹＫ－１７４、ＤｉｓｐｅｒＢＹＫ－１８２（ＢＹＫケ
ミー社製）、ＥＦＫＡ４０１０、ＥＦＫＡ４０４６、ＥＦＫＡ４０８０、ＥＦＫＡ５０１
０、ＥＦＫＡ５２０７、ＥＦＫＡ５２４４、ＥＦＫＡ６７４５、ＥＦＫＡ６７５０、ＥＦ
ＫＡ７４１４、ＥＦＫＡ７４５、ＥＦＫＡ７４６２、ＥＦＫＡ７５００、ＥＦＫＡ７５７
０、ＥＦＫＡ７５７５、ＥＦＫＡ７５８０（エフカアディティブズ社製）、ディスパース
エイド６、ディスパースエイド８、ディスパースエイド１５、ディスパースエイド９１０
０（サンノプコ（株）製）等の高分子分散剤；ソルスパース（Ｓｏｌｓｐｅｒｓｅ）３０
００，５０００，９０００，１２０００，１３２４０，１３９４０，１７０００，２２０
００，２４０００，２６０００，２８０００，３２０００，３６０００，３９０００，４
１０００，７１０００などの各種ソルスパース分散剤（アビシア社製）；アデカプルロニ
ックＬ３１，Ｆ３８，Ｌ４２，Ｌ４４，Ｌ６１，Ｌ６４，Ｆ６８，Ｌ７２，Ｐ９５，Ｆ７
７，Ｐ８４，Ｆ８７、Ｐ９４，Ｌ１０１，Ｐ１０３，Ｆ１０８、Ｌ１２１、Ｐ－１２３（
旭電化（株）製）及びイソネットＳ－２０（三洋化成（株）製）、楠本化成（株）製「デ
ィスパロン　ＫＳ－８６０，８７３ＳＮ，８７４（高分子分散剤）、＃２１５０（脂肪族
多価カルボン酸）、＃７００４（ポリエーテルエステル型）」が挙げられる。
　インク組成物中における分散剤の含有量は、使用目的により適宜選択されるが、インク
組成物全体の重量に対し、それぞれ０．０５～１５重量％であることが好ましい。
【０１５８】
　本発明において、着色剤（好ましくは顔料）に対する分散剤の重量比は、インク組成物
中における着色剤の重量をＡと、インク組成物中における分散剤の重量Ｅとした場合、そ
の重量比（Ｅ／Ａ）が、０．０１≦Ｅ／Ａ≦５であることが好ましく、０．０５≦Ｅ／Ａ
≦２．５であることがより好ましく、０．１≦Ｅ／Ａ≦１であることがさらに好ましい。
上記範囲であると、経時保存後の顔料の凝集・沈降、インク組成物の粘度上昇が生じず、
インク組成物が経時保存安定性に優れ、また、インク組成物の粘度が低粘度であり、イン
ク組成物が吐出安定性に優れる。
【０１５９】
（Ｆ）その他の成分
　本発明のインク組成物には、必要に応じて、前記成分以外の他の成分を添加することが
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できる。
　その他の成分としては、例えば、強増感剤、界面活性剤、紫外線吸収剤、酸化防止剤、
褪色防止剤、導電性塩類、溶剤、高分子化合物、塩基性化合物等が挙げられる。
【０１６０】
＜強増感剤＞
　本発明のインク組成物は、強増感剤（「共増感剤」、又は、「強色増感剤」という場合
もある。）を含有することも好ましい。本発明において強増感剤は、増感剤の活性放射線
に対する感度を一層向上させる、又は、酸素による重合性化合物の重合阻害を抑制する等
の作用を有する。
　この様な強増感剤の例としては、アミン類、例えばM. R. Sanderら著，Journal of Pol
ymer Society，第１０巻，３１７３頁（１９７２）、特公昭４４－２０１８９号公報、特
開昭５１－８２１０２号公報、特開昭５２－１３４６９２号公報、特開昭５９－１３８２
０５号公報、特開昭６０－８４３０５号公報、特開昭６２－１８５３７号公報、特開昭６
４－３３１０４号公報、Research Disclosure ３３８２５号記載の化合物等が挙げられる
。
　具体的には、トリエタノールアミン、ｐ－ジメチルアミノ安息香酸エチルエステル、ｐ
－ホルミルジメチルアニリン、ｐ－メチルチオジメチルアニリン等が挙げられる。
【０１６１】
　強増感剤の別の例としては、チオール及びスルフィド類、例えば、特開昭５３－７０２
号公報、特公昭５５－５００８０６号公報、特開平５－１４２７７２号公報記載のチオー
ル化合物、特開昭５６－７５６４３号公報のジスルフィド化合物等が挙げられる。
　具体的には、２－メルカプトベンゾチアゾール、２－メルカプトベンゾオキサゾール、
２－メルカプトベンゾイミダゾール、２－メルカプト－４（３Ｈ）－キナゾリン、β－メ
ルカプトナフタレン等が挙げられる。
【０１６２】
　また別の例としては、アミノ酸化合物（例、Ｎ－フェニルグリシン等）、特公昭４８－
４２９６５号公報記載の有機金属化合物（例、トリブチル錫アセテート等）、特公昭５５
－３４４１４号公報記載の水素供与体、特開平６－３０８７２７号公報記載のイオウ化合
物（例、トリチアン等）、特開平６－２５０３８７号公報記載のリン化合物（ジエチルホ
スファイト等）、特開平８－５４７３５号公報記載のＳｉ－Ｈ、Ｇｅ－Ｈ化合物等が挙げ
られる。
　本発明のインク組成物中における強増感剤の含有量は、使用目的により適宜選択される
が、インク組成物全体の重量に対し、０．０５～４重量％であることが好ましい。
【０１６３】
＜界面活性剤＞
　本発明のインク組成物には、長時間安定した吐出性を付与するため、界面活性剤を添加
することが好ましい。
　界面活性剤としては、特開昭６２－１７３４６３号、同６２－１８３４５７号の各公報
に記載されたものが挙げられる。例えば、ジアルキルスルホコハク酸塩類、アルキルナフ
タレンスルホン酸塩類、脂肪酸塩類等のアニオン性界面活性剤、ポリオキシエチレンアル
キルエーテル類、ポリオキシエチレンアルキルアリルエーテル類、アセチレングリコール
類、ポリオキシエチレン・ポリオキシプロピレンブロックコポリマー類等のノニオン性界
面活性剤、アルキルアミン塩類、第四級アンモニウム塩類等のカチオン性界面活性剤が挙
げられる。なお、前記界面活性剤の代わりに有機フルオロ化合物を用いてもよい。前記有
機フルオロ化合物は、疎水性であることが好ましい。前記有機フルオロ化合物としては、
例えば、フッ素系界面活性剤、オイル状フッ素系化合物（例、フッ素油）及び固体状フッ
素化合物樹脂（例、四フッ化エチレン樹脂）が含まれ、特公昭５７－９０５３号（第８～
１７欄）、特開昭６２－１３５８２６号の各公報に記載されたものが挙げられる。
　界面活性剤としては、ポリジアルキルシロキサン類であることが好ましく、ポリエトキ
シ変性ポリジメチルシロキサンであることがより好ましい。
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　インク組成物中における界面活性剤の含有量は使用目的により適宜選択されるが、イン
ク組成物全体の重量に対し、それぞれ０．０００１～１重量％であることが好ましい。
【０１６４】
＜紫外線吸収剤＞
　本発明においては、得られる画像の耐候性向上、退色防止の観点から、紫外線吸収剤を
用いることができる。
　紫外線吸収剤としては、例えば、特開昭５８－１８５６７７号公報、同６１－１９０５
３７号公報、特開平２－７８２号公報、同５－１９７０７５号公報、同９－３４０５７号
公報等に記載されたベンゾトリアゾール系化合物、特開昭４６－２７８４号公報、特開平
５－１９４４８３号公報、米国特許第３２１４４６３号等に記載されたベンゾフェノン系
化合物、特公昭４８－３０４９２号公報、同５６－２１１４１号公報、特開平１０－８８
１０６号公報等に記載された桂皮酸系化合物、特開平４－２９８５０３号公報、同８－５
３４２７号公報、同８－２３９３６８号公報、同１０－１８２６２１号公報、特表平８－
５０１２９１号公報等に記載されたトリアジン系化合物、リサーチディスクロージャーＮ
ｏ．２４２３９号に記載された化合物やスチルベン系、ベンズオキサゾール系化合物に代
表される紫外線を吸収して蛍光を発する化合物、いわゆる蛍光増白剤などが挙げられる。
　添加量は目的に応じて適宜選択されるが、固形分換算で０．５～１５重量％であること
が好ましい。
【０１６５】
＜酸化防止剤＞
　インク組成物の安定性向上のため、酸化防止剤を添加することができる。酸化防止剤と
しては、ヨーロッパ公開特許第２２３７３９号公報、同３０９４０１号公報、同第３０９
４０２号公報、同第３１０５５１号公報、同第３１０５５２号公報、同第４５９４１６号
公報、ドイツ公開特許第３４３５４４３号公報、特開昭５４－４８５３５号公報、同６２
－２６２０４７号公報、同６３－１１３５３６号公報、同６３－１６３３５１号公報、特
開平２－２６２６５４号公報、特開平２－７１２６２号公報、特開平３－１２１４４９号
公報、特開平５－６１１６６号公報、特開平５－１１９４４９号公報、米国特許第４８１
４２６２号明細書、米国特許第４９８０２７５号明細書等に記載のものを挙げることがで
きる。
　添加量は目的に応じて適宜選択されるが、固形分換算で０．１～８重量％であることが
好ましい。
【０１６６】
＜褪色防止剤＞
　本発明のインク組成物には、各種の有機系及び金属錯体系の褪色防止剤を使用すること
ができる。前記有機系の褪色防止剤としては、ハイドロキノン類、アルコキシフェノール
類、ジアルコキシフェノール類、フェノール類、アニリン類、アミン類、インダン類、ク
ロマン類、アルコキシアニリン類、ヘテロ環類などが挙げられる。前記金属錯体系の褪色
防止剤としては、ニッケル錯体、亜鉛錯体などが挙げられ、具体的には、リサーチディス
クロージャーＮｏ．１７６４３の第VIIのＩ～Ｊ項、同Ｎｏ．１５１６２、同Ｎｏ．１８
７１６の６５０頁左欄、同Ｎｏ．３６５４４の５２７頁、同Ｎｏ．３０７１０５の８７２
頁、同Ｎｏ．１５１６２に引用された特許に記載された化合物や、特開昭６２－２１５２
７２号公報の１２７頁～１３７頁に記載された代表的化合物の一般式及び化合物例に含ま
れる化合物を使用することができる。
　添加量は目的に応じて適宜選択されるが、固形分換算で０．１～８重量％であることが
好ましい。
【０１６７】
＜導電性塩類＞
　本発明のインク組成物には、吐出物性の制御を目的として、チオシアン酸カリウム、硝
酸リチウム、チオシアン酸アンモニウム、ジメチルアミン塩酸塩などの導電性塩類を添加
することができる。
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【０１６８】
＜溶剤＞
　本発明のインク組成物には、被記録媒体との密着性を改良するため、極微量の有機溶剤
を添加することも有効である。
　溶剤としては、例えば、アセトン、メチルエチルケトン、ジエチルケトン等のケトン系
溶剤、メタノール、エタノール、２－プロパノール、１－プロパノール、１－ブタノール
、ｔｅｒｔ－ブタノール等のアルコール系溶剤、クロロホルム、塩化メチレン等の塩素系
溶剤、ベンゼン、トルエン等の芳香族系溶剤、酢酸エチル、酢酸ブチル、酢酸イソプロピ
ルなどのエステル系溶剤、ジエチルエーテル、テトラヒドロフラン、ジオキサン等のエー
テル系溶剤、エチレングリコールモノメチルエーテル、エチレングリコールジメチルエー
テル等のグリコールエーテル系溶剤などが挙げられる。
　この場合、耐溶剤性やＶＯＣの問題が起こらない範囲での添加が有効であり、その量は
インク組成物全体に対し０．１～５重量％が好ましく、より好ましくは０．１～３重量％
の範囲である。
【０１６９】
＜高分子化合物＞
　本発明のインク組成物には、膜物性を調整するため、各種高分子化合物を添加すること
ができる。高分子化合物としては、アクリル樹脂、ポリビニルブチラール樹脂、ポリウレ
タン樹脂、ポリアミド樹脂、ポリエステル樹脂、エポキシ樹脂、フェノール樹脂、ポリカ
ーボネート樹脂、ポリビニルブチラール樹脂、ポリビニルホルマール樹脂、シェラック、
ビニル系樹脂、アクリル系樹脂、ゴム系樹脂、ワックス類、その他の天然樹脂等が使用で
きる。また、これらは２種以上併用してもかまわない。これらのうち、アクリル系のモノ
マーの共重合によって得られるビニル系共重合が好ましい。さらに、高分子化合物の共重
合組成として、「カルボキシル基含有モノマー」、「メタクリル酸アルキルエステル」、
又は「アクリル酸アルキルエステル」を構造単位として含む共重合体も好ましく用いられ
る。
【０１７０】
＜塩基性化合物＞
　塩基性化合物は、インク組成物の保存安定性を向上させる観点から添加することが好ま
しい。本発明に用いることができる塩基性化合物としては、公知の塩基性化合物を用いる
ことができ、例えば、無機塩等の塩基性無機化合物や、アミン類等の塩基性有機化合物を
好ましく用いることができる。
【０１７１】
　この他にも、必要に応じて、例えば、レベリング添加剤、マット剤、膜物性を調整する
ためのワックス類、ポリオレフィンやＰＥＴ等の被記録媒体への密着性を改善するために
、重合を阻害しないタッキファイヤーなどを含有させることができる。
　タッキファイヤーとしては、具体的には、特開２００１－４９２００号公報の５～６ｐ
に記載されている高分子量の粘着性ポリマー（例えば、（メタ）アクリル酸と炭素数１～
２０のアルキル基を有するアルコールとのエステル、（メタ）アクリル酸と炭素数３～１
４の脂環族アルコールとのエステル、（メタ）アクリル酸と炭素数６～１４の芳香族アル
コールとのエステルからなる共重合物）や、重合性不飽和結合を有する低分子量粘着付与
性樹脂などが例示できる。
【０１７２】
〔インク物性〕
　本発明においては、吐出性を考慮し、インク組成物の２５℃における粘度が４０ｍＰａ
・ｓ以下であることが好ましく、５～４０ｍＰａ・ｓであることがより好ましく、７～３
０ｍＰａ・ｓであることがさらに好ましく。また、吐出温度（好ましくは２５～８０℃、
より好ましくは２５～５０℃）における粘度が、３～１５ｍＰａ・ｓであることが好まし
く、３～１３ｍＰａ・ｓであることがより好ましい。本発明のインク組成物は、粘度が上
記範囲になるように適宜組成比を調整することが好ましい。室温での粘度を高く設定する
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ことにより、多孔質な被記録媒体を用いた場合でも、被記録媒体中へのインク組成物の浸
透を回避し、未硬化モノマーの低減が可能となる。さらにインク組成物の液滴着弾時にお
けるインクの滲みを抑えることができ、その結果として画質が改善されるので好ましい。
【０１７３】
　本発明のインク組成物の２５℃における表面張力は、２０～３５ｍＮ／ｍであることが
好ましく、２３～３３ｍＮ／ｍであることがより好ましい。ポリオレフィン、ＰＥＴ、コ
ート紙、非コート紙など様々な被記録媒体へ記録する場合、滲み及び浸透の観点から、２
０ｍＮ／ｍ以上が好ましく、濡れ性の点では、３５ｍＮ／ｍ以下が好ましい。
【０１７４】
（２）インクジェット記録方法、インクジェット記録装置及び印刷物
　本発明のインク組成物は、インクジェット記録用として好適に使用される。
　本発明のインクジェット記録方法は、本発明のインク組成物をインクジェット記録用と
して被記録媒体（支持体、記録材料等）上に吐出し、被記録媒体上に吐出されたインク組
成物に活性放射線を照射し、インクを硬化して画像を形成する方法である。
【０１７５】
　より具体的には、本発明のインクジェット記録方法は、（ａ1）被記録媒体上に、本発
明のインク組成物を吐出する工程、及び、（ｂ1）吐出されたインク組成物に活性放射線
を照射して、該インク組成物を硬化する工程、を含むことを特徴とする。
　本発明のインクジェット記録方法は、上記（ａ1）及び（ｂ1）工程を含むことにより、
被記録媒体上において硬化したインク組成物により画像が形成される。
　また、本発明の印刷物は、本発明のインク組成物を使用して得られた印刷物であり、本
発明のインクジェット記録方法によって記録された印刷物であることが好ましい。
【０１７６】
　本発明のインクジェット記録方法における（ａ1）工程には、以下に詳述するインクジ
ェット記録装置が用いることができる。
【０１７７】
〔インクジェット記録装置〕
　本発明のインクジェット記録方法に用いられるインクジェット記録装置としては、特に
制限はなく、目的とする解像度を達成しうる公知のインクジェット記録装置を任意に選択
して使用することができる。即ち、市販品を含む公知のインクジェット記録装置であれば
、いずれも、本発明のインクジェット記録方法の（ａ1）工程における被記録媒体へのイ
ンクの吐出を実施することができる。
　本発明で用いることのできるインクジェット記録装置としては、例えば、インク供給系
、温度センサー、活性放射線源を含む装置が挙げられる。
　インク供給系は、例えば、本発明のインク組成物を含む元タンク、供給配管、インクジ
ェットヘッド直前のインク供給タンク、フィルター、ピエゾ型のインクジェットヘッドか
らなる。ピエゾ型のインクジェットヘッドは、好ましくは１～１００ｐｌ、より好ましく
は８～３０ｐｌのマルチサイズドットを、好ましくは３２０×３２０～４，０００×４，
０００ｄｐｉ、より好ましくは４００×４００～１，６００×１，６００ｄｐｉ、さらに
好ましくは７２０×７２０ｄｐｉの解像度で吐出できるよう駆動することができる。なお
、本発明でいうｄｐｉとは、２．５４ｃｍ当たりのドット数を表す。
【０１７８】
　上述したように、本発明のインク組成物のように放射線硬化型インクは、吐出されるイ
ンクを一定温度にすることが望ましいことから、インク供給タンクからインクジェットヘ
ッド部分までは、断熱及び加温を行うことができる。温度コントロールの方法としては、
特に制約はないが、例えば、温度センサーを各配管部位に複数設け、インク流量、環境温
度に応じた加熱制御をすることが好ましい。温度センサーは、インク供給タンク及びイン
クジェットヘッドのノズル付近に設けることができる。また、加熱するヘッドユニットは
、装置本体を外気からの温度の影響を受けないよう、熱的に遮断若しくは断熱されている
ことが好ましい。加熱に要するプリンター立上げ時間を短縮するため、或いは熱エネルギ
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ーのロスを低減するために、他部位との断熱を行うとともに、加熱ユニット全体の熱容量
を小さくすることが好ましい。
【０１７９】
　上記のインクジェット記録装置を用いて、本発明のインク組成物の吐出は、インク組成
物を、好ましくは２５～８０℃、より好ましくは２５～５０℃に加熱して、インク組成物
の粘度を、好ましくは３～１５ｍＰａ・ｓ、より好ましくは３～１３ｍＰａ・ｓに下げた
後に行うことが好ましい。特に、本発明のインク組成物として、２５℃におけるインク粘
度が５０ｍＰａ・ｓ以下であるものを用いると、良好に吐出が行えるので好ましい。この
方法を用いることにより、高い吐出安定性を実現することができる。
　本発明のインク組成物のような放射線硬化型インク組成物は、概して通常インクジェッ
ト記録用インクで使用される水性インクより粘度が高いため、吐出時の温度変動による粘
度変動が大きい。インクの粘度変動は、液滴サイズの変化及び液滴吐出速度の変化に対し
て大きな影響を与え、ひいては画質劣化を引き起こす。従って、吐出時のインクの温度は
できるだけ一定に保つことが必要である。よって、本発明において、インクの温度の制御
幅は、好ましくは設定温度の±５℃、より好ましくは設定温度の±２℃、さらに好ましく
は設定温度±１℃とすることが適当である。
【０１８０】
　次に、（ｂ1）吐出されたインク組成物に活性放射線を照射して、該インク組成物を硬
化する工程について説明する。
　被記録媒体上に吐出されたインク組成物は、活性放射線を照射することによって硬化す
る。これは、本発明のインク組成物に含まれる重合開始剤が活性放射線の照射により分解
して、ラジカル、酸、塩基などの開始種を発生し、その開始種の機能にラジカル重合性化
合物の重合反応が、生起、促進されるためである。このとき、インク組成物において重合
開始剤と共に増感剤が存在すると、系中の増感剤が活性放射線を吸収して励起状態となり
、重合開始剤と接触することによって重合開始剤の分解を促進させ、より高感度の硬化反
応を達成させることができる。
【０１８１】
　ここで、使用される活性放射線は、α線、γ線、電子線、Ｘ線、紫外線、可視光又は赤
外光などが使用され得る。活性放射線のピーク波長は、増感剤の吸収特性にもよるが、例
えば、２００～６００ｎｍであることが好ましく、３００～４５０ｎｍであることがより
好ましく、３５０～４２０ｎｍであることがさらに好ましい。
【０１８２】
　また、本発明のインク組成物の、重合開始系は、低出力の活性放射線であっても十分な
感度を有するものである。従って、露光面照度が、好ましくは１０～４，０００ｍＷ／ｃ
ｍ2、より好ましくは２０～２，５００ｍＷ／ｃｍ2で硬化させることが適当である。
【０１８３】
　活性放射線源としては、水銀ランプやガス・固体レーザー等が主に利用されており、紫
外線光硬化型インクジェット記録用インクの硬化に使用される光源としては、水銀ランプ
、メタルハライドランプが広く知られている。しかしながら、現在環境保護の観点から水
銀フリー化が強く望まれており、ＧａＮ系半導体紫外発光デバイスへの置き換えは産業的
、環境的にも非常に有用である。さらに、ＬＥＤ（ＵＶ－ＬＥＤ），ＬＤ（ＵＶ－ＬＤ）
は小型、高寿命、高効率、低コストであり、光硬化型インクジェット用光源として期待さ
れている。
　また、発光ダイオード（ＬＥＤ）及びレーザーダイオード（ＬＤ）を活性放射線源とし
て用いることが可能である。特に、紫外線源を要する場合、紫外ＬＥＤ及び紫外ＬＤを使
用することができる。例えば、日亜化学（株）は、主放出スペクトルが３６５ｎｍと４２
０ｎｍとの間の波長を有する紫色ＬＥＤを上市している。さらに一層短い波長が必要とさ
れる場合、米国特許番号第６，０８４，２５０号明細書は、３００ｎｍと３７０ｎｍとの
間に中心付けされた活性放射線を放出し得るＬＥＤを開示している。また、他の紫外ＬＥ
Ｄも、入手可能であり、異なる紫外線帯域の放射を照射することができる。本発明で特に
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好ましい活性放射線源はＵＶ－ＬＥＤであり、特に好ましくは３５０～４２０ｎｍにピー
ク波長を有するＵＶ－ＬＥＤである。
　なお、ＬＥＤの被記録媒体上での最高照度は１０～２，０００ｍＷ／ｃｍ2であること
が好ましく、２０～１，０００ｍＷ／ｃｍ2であることがより好ましく、５０～８００ｍ
Ｗ／ｃｍ2であることが特に好ましい。
【０１８４】
　本発明のインク組成物は、このような活性放射線に、好ましくは０．０１～１２０秒、
より好ましくは０．１～９０秒照射されることが適当である。
　活性放射線の照射条件並びに基本的な照射方法は、特開昭６０－１３２７６７号公報に
開示されている。具体的には、インクの吐出装置を含むヘッドユニットの両側に光源を設
け、いわゆるシャトル方式でヘッドユニットと光源を走査することによって行われる。活
性放射線の照射は、インク着弾後、一定時間（好ましくは０．０１～０．５秒、より好ま
しくは０．０１～０．３秒、さらに好ましくは０．０１～０．１５秒）をおいて行われる
ことになる。このようにインク着弾から照射までの時間を極短時間に制御することにより
、被記録媒体に着弾したインクが硬化前に滲むことを防止するこが可能となる。また、多
孔質な被記録媒体に対しても光源の届かない深部までインクが浸透する前に露光すること
ができるため、未反応モノマーの残留を抑えることができるので好ましい。
　さらに、駆動を伴わない別光源によって硬化を完了させてもよい。国際公開第９９／５
４４１５号パンフレットでは、照射方法として、光ファイバーを用いた方法やコリメート
された光源をヘッドユニット側面に設けた鏡面に当て、記録部へＵＶ光を照射する方法が
開示されており、このような硬化方法もまた、本発明のインクジェット記録方法に適用す
ることができる。
【０１８５】
　上述したようなインクジェット記録方法を採用することにより、表面の濡れ性が異なる
様々な被記録媒体に対しても、着弾したインクのドット径を一定に保つことができ、画質
が向上する。なお、カラー画像を得るためには、明度の低い色から順に重ねていくことが
好ましい。明度の低いインクから順に重ねることにより、下部のインクまで照射線が到達
しやすくなり、良好な硬化感度、残留モノマーの低減、密着性の向上が期待できる。また
、照射は、全色を吐出してまとめて露光することが可能だが、１色毎に露光するほうが、
硬化促進の観点で好ましい。
　このようにして、本発明のインク組成物は、活性放射線の照射により高感度で硬化する
ことで、被記録媒体表面に画像を形成することができる。
【０１８６】
　本発明のインクジェット記録方法には、本発明のインクセットを好適に使用することが
できる。吐出する各着色インク組成物の順番は、特に限定されるわけではないが、明度の
低い着色インク組成物から被記録媒体に付与することが好ましく、本発明のインク組成物
及びイエロー、シアン、マゼンタ、ブラックを使用する場合には、本発明のインク組成物
→イエロー→シアン→マゼンタ→ブラックの順で被記録媒体上に付与することが好ましい
。また、これにホワイトを加えて使用する場合にはホワイト→本発明のインク組成物→イ
エロー→シアン→マゼンタ→ブラックの順で被記録媒体上に付与することが好ましい。さ
らに、本発明はこれに限定されず、ライトシアン、ライトマゼンタ、ライトブラックの本
発明のインク組成物とシアン、マゼンタ、グレー、ブラック、ホワイト、イエローの濃色
インク組成物の計８色が少なくとも含まれる本発明のインクセットを好ましく使用するこ
ともでき、その場合には、ホワイト→ライトシアン→ライトマゼンタ→ライトブラック→
イエロー→シアン→マゼンタ→ブラックの順で被記録媒体上に付与することが好ましい。
【０１８７】
　本発明において、被記録媒体としては、特に限定されず、支持体や記録材料として公知
の被記録媒体を使用することができる。例えば、紙、プラスチック（例えば、ポリエチレ
ン、ポリプロピレン、ポリスチレン等）がラミネートされた紙、金属板（例えば、アルミ
ニウム、亜鉛、銅等）、プラスチックフィルム（例えば、二酢酸セルロース、三酢酸セル
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ロース、プロピオン酸セルロース、酪酸セルロース、酢酸酪酸セルロース、硝酸セルロー
ス、ポリエチレンテレフタレート、ポリエチレン、ポリスチレン、ポリプロピレン、ポリ
カーボネート、ポリビニルアセタール等）、上述した金属がラミネートされ又は蒸着され
た紙又はプラスチックフィルム等が挙げられる。また、本発明における被記録媒体として
、非吸収性被記録媒体が好適に使用することができる。
【０１８８】
（インクセット）
　本発明のインクセットは、本発明のインク組成物を少なくとも１つ含み、本発明のイン
ク組成物又は本発明以外のインク組成物とを組み合わせた２種以上のインク組成物を有す
るインクセットであれば、特に制限はないが、ライトマゼンタ、ライトシアン、及び、ラ
イトブラック（グレー）よりなる群から選択された色の本発明のインク組成物を少なくと
も１つ含むことが好ましく、ライトマゼンタ、及び、ライトシアンよりなる群から選択さ
れた色の本発明のインク組成物を少なくとも１つ含むことがより好ましく、ライトマゼン
タ色及びライトシアン色の本発明のインク組成物を含むことがさらに好ましい。
　また、本発明のインクセットは、本発明のインクジェット記録方法に好適に用いること
ができる。
　本発明のインク組成物を使用してフルカラー画像を得るためには、本発明のインクセッ
トとして、イエロー、シアン、マゼンタ、ブラックよりなる４色の濃色インク組成物と本
発明のインク組成物を少なくとも１つ組み合わせたインクセットであることが好ましく、
イエロー、シアン、マゼンタ、ブラック、ホワイトよりなる５色の濃色インク組成物と本
発明のインク組成物を少なくとも１つ組み合わせたインクセットであることがより好まし
く、イエロー、シアン、マゼンタ、ブラック、ホワイトよりなる５色の濃色インク組成物
とライトシアン、ライトマゼンタ、ライトブラックよりなる３色の本発明のインク組成物
を組み合わせたインクセットであることがさらに好ましい。
　なお、本発明における「濃色インク組成物」とは、着色剤の含有量がインク組成物全体
の２重量％を超えているインク組成物を意味する。前記着色剤としては、特に制限はなく
公知の着色剤を用いることができ、顔料や油溶性染料が例示できる。
　また、本発明のインクセットには、前記式（I）で表される化合物を含有しないインク
組成物を含んでいてもよいことは言うまでもない。
【０１８９】
　本発明のインクセットが、少なくとも１つの濃色インク組成物、及び、本発明のインク
組成物を含んでおり、濃色インク組成物と本発明のインク組成物とが同系色の着色剤を用
いている場合、濃色インク組成物と本発明のインク組成物との着色剤濃度の比が、濃色イ
ンク組成物：淡色インク組成物＝１５：１～４：１であることが好ましく、１２：１～４
：１であることがより好ましく、１０：１～４．５：１であることがさらに好ましい。上
記範囲であると、粒状感の少ない、鮮やかなフルカラー画像が得られる。
【実施例】
【０１９０】
　以下に実施例及び比較例を示し、本発明をより具体的に説明する。ただし、本発明はこ
れらの実施例によって限定されるものではない。
　なお、以下の記載における「部」とは、特に断りのない限り「重量部」を示すものとす
る。
【０１９１】
　本発明で使用したインク組成物（ラジカル重合性インク組成物）の素材は下記に示す通
りである。
・ＩＲＧＡＬＩＴＥ　ＢＬＵＥ　ＧＬＶＯ（シアン顔料、チバスペシャルティーケミカル
ズ社製）
・ＣＩＮＱＵＡＳＩＡ　ＭＡＧＥＮＴＡ　ＲＴ－３３５　Ｄ（マゼンタ顔料、チバスペシ
ャルティーケミカルズ社製）
・ＮＯＶＯＰＥＲＭ　ＹＥＬＬＯＷ　Ｈ２Ｇ（イエロー顔料、クラリアント社製）
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・ＳＰＥＣＩＡＬ　ＢＬＡＣＫ　２５０（ブラック顔料、チバスペシャルティーケミカル
ズ社製）
・タイペークＣＲ６０－２（ホワイト顔料、石原産業（株）製）
・Ｎ－ビニルカプロラクタム（ＮＶＣ、ＢＡＳＦ社製）
・ＳＲ９００３（プロピレングリコール変性ネオペンチルグリコールジアクリレート、サ
ートマー社製）
・Ｓｏｌｓｐｅｒｓｅ３６０００（Ｎｏｖｅｏｎ社製分散剤）
・ＤｉｓｐｅｒＢＹＫ－１６８（ＢＹＫ１６８、ＢＹＫ　Ｃｈｅｍｉｅ社製高分子分散剤
、固形分３０％）
・ＮＫエステルＡＭＰ－１０Ｇ（ＮＫ　ＡＭＰ－１０Ｇ、ＰＥＡ（フェノキシエチルアク
リレート）、新中村化学工業（株）製）
・Ｒａｐｉ－Ｃｕｒｅ　ＤＶＥ－３（ＤＶＥ－３、トリエチレングリコールジビニルエー
テル、ＩＳＰ　Ｅｕｒｏｐｅ社製）
・ＦＩＲＳＴＣＵＲＥ　ＳＴ－１（重合禁止剤、Ｃｈｅｍ　Ｆｉｒｓｔ社製）
・ＢＹＫ３０７（ポリエーテル変性ジメチルシロキサン、ＢＹＫ　Ｃｈｅｍｉｅ社製）
・ＩＲＧＡＣＵＲＥ　８１９（重合開始剤、ビス（２，４，６－トリメチルベンゾイル）
フェニルホスフィンオキサイド、チバスペシャルティーケミカルズ社製）
・ＩＲＧＡＣＵＲＥ　１８４（重合開始剤、１－ヒドロキシシクロヘキシルフェニルケト
ン、チバスペシャルティーケミカルズ社製）
・Ｄａｒｏｃｕｒ　ＴＰＯ（重合開始剤、２，４，６－トリメチルベンゾイル－ジフェニ
ル－フォスフィンオキサイド、チバスペシャルティーケミカルズ社製）
・ベンゾフェノン（重合開始剤、和光純薬工業（株）製）
・式（I）で表される化合物（例示化合物（I-4）、（I-14）、（I-17）、（I-71）、（I-
116）、（I-129））
【０１９２】
【化３６】

【０１９３】
・ＦＩＲＳＴＣＵＲＥ　ＩＴＸ（増感剤、Ｃｈｅｍ　Ｆｉｒｓｔ社製、比較例）
【０１９４】
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【化３７】

【０１９５】
（シアンミルベースＡの調製）
　ＩＲＧＡＬＩＴＥ　ＢＬＵＥ　ＧＬＶＯを３００重量部と、ＮＫ　ＡＭＰ－１０Ｇを４
００重量部と、ＢＹＫ１６８を３００重量部とを撹拌混合し、シアンミルベースＡを得た
。なお、シアンミルベースＡの調製は分散機モーターミルＭ５０（アイガー社製）に入れ
て、直径０．６５ｍｍのジルコニアビーズを用い、周速９ｍ／ｓで４時間分散を行った。
【０１９６】
（マゼンタミルベースＡの調製）
　ＣＩＮＱＵＡＳＩＡ　ＭＡＧＥＮＴＡ　ＲＴ－３３５　Ｄを３００重量部と、ＮＫ　Ａ
ＭＰ－１０Ｇを４００重量部と、ＢＹＫ１６８を３００重量部とを撹拌混合し、マゼンタ
ミルベースＡを得た。なお、マゼンタミルベースＡの調製は分散機モーターミルＭ５０（
アイガー社製）に入れて、直径０．６５ｍｍのジルコニアビーズを用い、周速９ｍ／ｓで
８時間分散を行った。
【０１９７】
（イエローミルベースＡの調製）
　ＮＯＶＯＰＥＲＭ　ＹＥＬＬＯＷ　Ｈ２Ｇを３００重量部と、ＮＫ　ＡＭＰ－１０Ｇを
４００重量部と、ＢＹＫ１６８を３００重量部とを撹拌混合し、イエローミルベースＡを
得た。なお、イエローミルベースＡの調製は分散機モーターミルＭ５０（アイガー社製）
に入れて、直径０．６５ｍｍのジルコニアビーズを用い、周速９ｍ／ｓで８時間分散を行
った。
【０１９８】
（ブラックミルベースＡの調製）
　ＳＰＥＣＩＡＬ　ＢＬＡＣＫ　２５０を３００重量部と、ＮＫ　ＡＭＰ－１０Ｇを４０
０重量部と、ＢＹＫ１６８を３００重量部とを撹拌混合し、ブラックミルベースＡを得た
。なお、ブラックミルベースＡの調製は分散機モーターミルＭ５０（アイガー社製）に入
れて、直径０．６５ｍｍのジルコニアビーズを用い、周速９ｍ／ｓで６時間分散を行った
。
【０１９９】
（ホワイトミルベースＡの調製）
　タイペークＣＲ６０－２を５００重量部と、ＮＫ　ＡＭＰ－１０Ｇを４５０重量部と、
Ｓｏｌｓｐｅｒｓｅ３６０００を５０重量部とを撹拌混合し、ホワイトミルベースＡを得
た。なお、ホワイトミルベースＡの調製は分散機モーターミルＭ５０（アイガー社製）に
入れて、直径０．６５ｍｍのジルコニアビーズを用い、周速９ｍ／ｓで３時間分散を行っ
た。
【０２００】
（インク組成物の作製）
＜実施例１～４＞
　各素材を表１～４に示す割合で撹拌機により混合することで、各色のインク組成物を作
製し、インクセット１～４を得た。なお、表中の数値は重量部を示し、Ｃはシアンを、Ｍ
はマゼンタを、Ｙはイエローを、Ｋはブラックを、Ｗはホワイトを表す。
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【０２０１】
【表１】

【０２０２】
【表２】

【０２０３】
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【表３】

【０２０４】
【表４】

【０２０５】
＜比較例１～４＞
　各素材を表５～８に示す割合で撹拌機により混合することで、各色のインク組成物を作
製し、インクセット５～８を得た。なお、表中の数値は重量部を示す。
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【０２０６】
【表５】

【０２０７】
【表６】

【０２０８】
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【表７】

【０２０９】
【表８】

【０２１０】
＜比較例５～８＞
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　各素材を表９～１２に示す割合で撹拌機により混合することで、各色のインク組成物を
作製し、インクセット９～１２を得た。なお、表中の数値は重量部を示す。
【０２１１】
【表９】

【０２１２】
【表１０】

【０２１３】
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【表１１】

【０２１４】
【表１２】

【０２１５】
《インクジェット画像記録方法》
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　インクセット１～１２を用いて、下記インクジェット記録方法により、平均膜厚が１２
μｍのカラー印刷画像１～１２を作製した。
　インクジェット記録方法としては、ピエゾ型インクジェットノズルを有するインクジェ
ット記録実験装置を用いて、被記録媒体への記録を行った。インク供給系は、元タンク、
供給配管、インクジェットヘッド直前のインク供給タンク、フィルター、ピエゾ型のイン
クジェットヘッドから成り、インク供給タンクからインクジェットヘッド部分までを断熱
及び加温を行った。温度センサーは、インク供給タンク及びインクジェットヘッドのノズ
ル付近にそれぞれ設け、ノズル部分が常に４５℃±２℃となるよう、温度制御を行った。
ピエゾ型のインクジェットヘッドは、８～３０ｐｌのマルチサイズドットを７２０×７２
０ｄｐｉの解像度で射出できるよう駆動した。着弾後はＵＶ光を露光面照度１，６３０ｍ
Ｗ／ｃｍ2、に集光し、被記録媒体上にインク着弾した０．１秒後に照射が始まるよう露
光系、主走査速度及び射出周波数を調整した。また、画像に照射される積算光量を１，０
００ｍＪ／ｃｍ2となるようにした。紫外線ランプには、ＨＡＮ２５０ＮＬ　ハイキュア
水銀ランプ（ジーエス・ユアサコーポレーション社製）を使用した。なお、本発明でいう
ｄｐｉとは、２．５４ｃｍ当たりのドット数を表す。被記録媒体として、エステルフィル
ムＥ５０００（膜厚１２５μｍ、東洋紡績（株）製）を用いた。
【０２１６】
（硬化感度の測定方法）
　上記インクジェット記録方法に従い、平均膜厚が１２μｍの各色ベタ画像の描画をそれ
ぞれ行い、紫外線照射後の画像面において、触診により、画像のべとつきの程度を評価し
た。
　また、硬化感度は以下の基準で評価した。
　　３：　画像にべとつきなし。
　　２：　画像がややべとついている。
　　１：　未硬化のインクが手に転写するほど固まっていない。
【０２１７】
（ライト色画像部における色差の測定方法）
　色差ΔＥは、ライト色画像部の色度（ａ*1、ｂ*1）及び明度（Ｌ1）、並びに、比較例
の増感剤が無いライト色画像部の色度（ａ*2、ｂ*2）及び明度（Ｌ2）をグレタグ社製Ｓ
ＰＭ１００－ＩＩにて測定し、下記式によりΔＥを計算して求めた。
　ΔＥ＝｛（ａ*1－ａ*2）2＋（ｂ*1－ｂ*2）2＋（Ｌ1－Ｌ2）2｝1/2

　ΔＥが小さい方が、色変化が少ないため好ましい。ΔＥが１．０以下であると、淡色に
おける色再現性に特に優れる。
【０２１８】
　インクセット１～１２の評価結果を、表１３～１５に示す。
【０２１９】
【表１３】

【０２２０】
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【表１４】

【０２２１】
【表１５】

【０２２２】
（インク組成物の作製）
＜実施例５～８＞
　各素材を表１６～１９に示す割合で撹拌機により混合することで、各色のインク組成物
を作製し、インクセット１３～１６を得た。なお、表中の数値は重量部を示す。
【０２２３】

【表１６】
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【０２２４】
【表１７】

【０２２５】
【表１８】
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【０２２６】
【表１９】

【０２２７】
＜比較例９～１２＞
　各素材を表２０～２３に示す割合で撹拌機により混合することで、各色のインク組成物
を作製し、インクセット２０～２３を得た。なお、表中の数値は重量部を示す。
【０２２８】
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【表２０】

【０２２９】
【表２１】

【０２３０】
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【表２２】

【０２３１】
【表２３】
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【０２３２】
＜比較例１３～１６＞
　各素材を表２４～２７に示す割合で撹拌機により混合することで、各色のインク組成物
を作製し、インクセット２１～２４を得た。なお、表中の数値は重量部を示す。
【０２３３】
【表２４】

【０２３４】
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【表２５】

【０２３５】
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【表２６】

【０２３６】
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【表２７】

【０２３７】
《インクジェット画像記録方法》
　インクセット１３～２４を用いて、前記インクジェット記録方法により、平均膜厚が１
２μｍのカラー印刷画像１３～２４を作製し、前記と同様に、硬化感度の評価、及び、ラ
イト色画像部における色差を評価した。
　評価結果を表２８～３０に示す。
【０２３８】
【表２８】

【０２３９】



(66) JP 2010-18703 A 2010.1.28

10

20

30

40

50

【表２９】

【０２４０】
【表３０】

【０２４１】
＜実施例１３～１６＞
　例示化合物（I-14）を例示化合物（I-17）に代えた以外は、実施例１～４と同様に、各
色のインク組成物を作製し、インクセット２５～２８をそれぞれ得た。
　インクセット２５～２８を用いて、前記インクジェット記録方法により、平均膜厚が１
２μｍのカラー印刷画像２５～２８を作製した。
　インクセット９～１２から同様に得られたカラー印刷画像９～１２を基準として前記と
同様に、インクセット２５～２８の硬化感度の評価、及び、ライト色画像部における色差
を評価したところ、それぞれ実施例５～８と同様の結果であった。
【０２４２】
＜実施例１７～２０＞
　例示化合物（I-14）を例示化合物（I-129）に代えた以外は、実施例１～４と同様に、
各色のインク組成物を作製し、インクセット２９～３２をそれぞれ得た。
　インクセット２９～３２を用いて、前記インクジェット記録方法により、平均膜厚が１
２μｍのカラー印刷画像２９～３２を作製した。
　インクセット９～１２から同様に得られたカラー印刷画像９～１２を基準として前記と
同様に、インクセット２９～３２の硬化感度の評価、及び、ライト色画像部における色差
を評価したところ、それぞれ実施例５～８と同様の結果であった。
【０２４３】
＜実施例２１～２４＞
　例示化合物（I-14）を例示化合物（I-71）に代えた以外は、実施例１～４と同様に、各
色のインク組成物を作製し、インクセット３３～３６をそれぞれお得た。
　インクセット３３～３６を用いて、前記インクジェット記録方法により、平均膜厚が１
２μｍのカラー印刷画像３３～３６を作製した。
　インクセット９～１２から同様に得られたカラー印刷画像９～１２を基準として前記と
同様に、インクセット３３～３６の硬化感度の評価、及び、ライト色画像部における色差
を評価したところ、それぞれ実施例５～８と同様の結果であった。
【０２４４】
＜実施例２５～２８＞
　例示化合物（I-14）を例示化合物（I-116）に代えた以外は、実施例１～４と同様に、
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各色のインク組成物を作製し、インクセット３７～４０をそれぞれ得た。
　インクセット３７～４０を用いて、前記インクジェット記録方法により、平均膜厚が１
２μｍのカラー印刷画像３７～４０を作製した。
　インクセット９～１２から同様に得られたカラー印刷画像９～１２を基準として前記と
同様に、インクセット３７～４０の硬化感度の評価、及び、ライト色画像部における色差
を評価したところ、それぞれ実施例５～８と同様の結果であった。
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